
平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

 
（１）　子どもの最善の利益を支えます
　①　子どもの視点から計画全体を推進する体制を築きます

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

子育て支
援課

子育て支援課／庁内の関係各課長で構成
する推進連絡会を1回開催するとともに、推
進市民会議において全8回中5回に渡り進
捗状況の点検・評価を審議いただき、推進
を図った。

Ｂ

利用者の視点に立った点検・評価を行うた
め、新たな試みとして、平成23年度より推
進市民会議を設置し審議を行っていただい
た。新たな試みであったため、評価方法が
未確立であったが、推進市民会議とともに
評価方法を確立し、一定程度の成果は
あった、しかしながら、運営方法等、推進市
民会議からの要望が出されており、改善は
行っているものの、継続して改善を行って
いく必要がある。

子育て支援課／推進市民会議において、
平成27年度以降の新計画策定に向けたア
ンケート等の審議を行うとともに、プラン掲
載の全事業の点検・評価を行った。また、
庁内関係各課長で構成する推進連絡会を
1回開催し、進捗状況の確認を行うととも
に、推進市民会議で行った点検・評価結果
を公表した。

Ｂ

平成23年度より、利用者の視点に立った点
検・評価を行うため、推進市民会議を開催
し、157全事業の評価を実施している。会議
委員の理解の下、会議の運営進行は円滑
に行われているが、事業項目が多岐に渡
ることから全事業を把握することが困難で
あり、評価を行う上での基礎資料の内容
や、会議の進行等、改善を図っていく必要
がある。

第７、８、９、１０、
１１条

児童青少
年課

児童青少年課/子どもの権利条例検討部
会検討用資料作成のため、「相談・救済」
関連調査を実施。

Ｂ

子どもの権利条例検討部会について、引き
続き庁内推進体制の再検討が必要。

児童青少年課／子どもの権利条例検討部
会をのびゆく子どもプラン小金井推進連絡
会と同時開催。

C

子どもの権利条例検討部会について、引き
続き庁内推進体制の再検討が必要。

第７、８、９、１０、
１１条

※　【事業実績自己評価】欄における評価基準について
　　　Ｓ　・・・　事業目標（値）を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。
　　　Ａ　・・・　ほぼ事業目標（値）を達成したが、評価Ｓとするには至っていない。
　　　Ｂ　・・・　事業目標をある程度達成したが、今後の改善、検討を要する。
　　　Ｃ　・・・　事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。
　　　Ｄ　・・・　諸般の事情により、事業自体に着手できていない。

事業の内容

「のびゆくこどもプラン　小金
井」の推進体制を充実させ、
市民の声を反映させる仕組
みを検討する。

推進体制の充実と関
係者の連携・協働

番
号

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業名称 担当課 対　象

1

推進連絡会
の充実
庁内推進体
制の再検討
点検・評価の
仕組みを検
討

子どもと
保護者、
市民

評価の方
法

会議の開催
回数
ＰＤＣＡサイク
ルの確立

平成２５年度進捗状況
子どもの権利に

関する条例の反映

平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　②　子どもの権利を尊重します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

児童青少
年課

「子どもの権利に関する条例」小学生向け
パンフレットを市立小学校新入生へ配布。
健全育成各地区行事で一般向けパンフ
レットを配布。

Ａ

記載のとおり実施しているが、この水準を
維持すればよいとまで言い切れないため。

児童青少年課／「子どもの権利に関する条
例」パンフレットを市立小・中学校新入生へ
配布。
健全育成各地区行事で、一般向けパンフ
レットを配布。
児童館（子育てひろば等）で、小学生向け
及び一般向けパンフレットを設置。
青少年問題協議会で作成したリーフレット
「かけがえのない自分」で、「子どもの権利
に関する条例」を紹介。

A

記載のとおり実施しているが、この水準を
維持すればよいとまで言い切れないため。

第５条

その他関
係各課

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特になし

2

子どもオンブズパー
ソン

児童青少
年課

子ども 子どもの声を聞き「子どもに
とっていちばんいいこと」を
一緒になって考えるオンブ
ズパーソン（公的第三者機
関）を設置する。

実施を含め
検討

児童青少年課／子どもの権利条例検討部
会検討用資料作成のため、「相談・救済」
関連調査を実施。

Ｃ

子どもの権利に関する条例検討部会で検
討中であり、引き続き検討する。

子どもの権利条例検討部会をのびゆく子ど
もプラン小金井推進連絡会と同時開催。
「相談・救済」関連調査について、追加調査
を実施。 C

子どもの権利に関する条例検討部会で検
討中であり、引き続き検討する。

第７、８、９、１０、
１１、１６条

3

子どもの人権講座 公民館 市民 ありのままの子育て、子ども
の権利に関する条例、不登
校、特別支援教育、子どもの
居場所、小金井の子育て等
の問題について語り合う講
座を開催する。

継続 参加者数 「子どもの目でみつめる～変わる社会、明
日の小金井～」をテーマとして、7回シリー
ズの講座を開催。延参加人数339人。

Ａ

参加人数の増加。講座企画段階からの参
加者が増加。チラシの作成、チラシの配布
等に参加する市民が増加。

｢いうことをきかない、という前に」をテーマ
に、7回シリーズの講座を開催した。延参加
人数は233人。

A

男性の参加は微増したが、延べ参加人数
は減少した。テーマの設定により参加者数
が増減すると考えられるため、今後のテー
マ設定について検討したい。

第６条

市民

事業の内容対　象

子どもの権利を尊重
する社会環境づくり

番
号

担当課事業名称

1

「子どもの権利に関する条
例」についての広報活動を
実施する。

検討部会に
おいて今後
のパンフレッ
ト活用方法等
を検討。ま
た、市報など
を通じて周知
を図る

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２５年度進捗状況
評価の方

法

平成２４年度現況
子どもの権利に関する

条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　③　子どもの社会参加を推進し、意見の表明など子どもの自己実現を応援します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／投書数

意見箱を各児童館に設置。投書数83通/
４館合同事業として事業の企画段階から子
どもの意見を取り入れた事業（一日子ども
館長）を実施した。

Ａ

事業内容等については、適宜、必要に応じ
て検討・改善を継続。
意見箱に投書された意見については、職
員が確認、検討の上、子ども達にも周知
し、事業に反映するように取り組んだ。

児童青少年課／意見箱を各児童館に設
置。意見箱投書数208通
意見箱に投書された意見については、子ど
もたちに周知した上で、職員が検討の上、
事業に反映するよう取り組んだ。
企画段階から子ども会議を開催し、子ども
の意見を取り入れて、児童館四館合同事
業「じどうかんフェスティバル2013」を実施し
た。

A

記載のとおり実施しているが、この水準を
維持すればよいとまで言い切れないため。

第８、９、１０条

指導室 指導室／継
続

指導室／参
加人数、質
問件数

指導室／中学生生徒会意見交換を行った

Ｂ

・生徒会交流会として各校代表の生徒によ
る意見交換会を行った。
・テーマを決めて生徒会で質問を持ち寄
り、相互に意見交換するなどの場を設定す
ることで、子どもの意見の反映をすることが
できた。

指導室／教員、保護者、地域に向けた発
表会の中で、中学校生徒会による意見交
換会を行った。

Ａ

中学校の生徒会の代表が相互に意見を交
換し、発表する場を設けたことで、子どもた
ちの意見の表明やそれらの考えを各校の
取り組みに反映することができた。

第１０条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／来館者
数

来館者数（四館合計）101,309人

Ｂ

児童館の性質上子どもだけで利用できる
が、施設の老朽化等課題があるため。

児童青少年課／来館者数（四館合計）
107,469人

A

児童館の性質上子どもだけで利用できる
施設であり、来館者数も増えている。

第９、１３条

公民館 公民館／継
続

公民館／東分館（団体利用室）本町分館
（元図書室）貫井南分館（元図書室）上記
以外の施設利用については、小学生：親の
承諾書および保護者1人同伴、中学生：親
の承諾書が必要

Ａ

学習などの要望に応え、ほぼ事業目標を
達成している。しかし、もっと子どもが使用
できる施設を増やして欲しいという要望も
寄せられている。

公民館／東分館（団体利用室）本町分館
（元図書室）貫井南分館（元図書室）上記
以外の施設利用については、小学生：親の
承諾書および保護者1人同伴、中学生：親
の承諾書が必要

A

学習などの要望に応え、ほぼ事業目標を
達成している。しかし、もっと子どもが使用
できる施設を増やして欲しいという要望も
寄せられている。

第９条

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数

生涯学習課／土曜日・日曜日・祝日・春
季・冬季休業中の市立小学校9校の校庭
開放を実施（8：30～12：30、13：00～17：
00。12月から2月は8：30～12：00、午後は
12：30～16：00）、遊び場開放6,351人、団
体開放65,603人

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

生涯学習課／土曜日・日曜日・祝日・春
季・冬季休業中の市立小学校9校の校庭
開放を実施（8：30～12：30、13：00～17：
00。12月から2月は8：30～12：00、午後は
12：30～16：00）、遊び場開放6,976人、団
体開放58,066人

A

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

第９条

生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／継続

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／人数

生涯学習課（スポーツ振興係）／中学生以
下38,309人

Ａ

総合体育館等の公共施設を子ども達だけ
でも気軽に利用しスポーツ及びﾚｸﾘｪーｼｮﾝ
の利用に供している事業であり、利用者数
も増え、ほぼ事業目標を達成していること
からＡ評価とした。

生涯学習課（スポーツ振興係）／中学生以
下37,578人

A

総合体育館等の公共施設を子ども達だけ
でも気軽に利用しスポーツ及びﾚｸﾘｪーｼｮﾝ
の利用に供している事業であり、利用者数
も横ばい傾向であるが、ほぼ事業目標を達
成していることからＡ評価とした。

第９条

その他関
係各課

その他関係
各課／検討

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特に無し

子どもの権利に関する
条例の反映事業の内容対　象

児童館や公民館、体育館
等、子どもだけでも利用でき
る公共施設の充実を図る。

子どもの考え方や意見を表
明できる場を作り、反映す
る。児童館内に意見箱を設
置。青少年議会や大人との
懇談会を開催する。

番
号

子どもの意見表明の
場の設定と意見の反
映

子ども

担当課事業名称

1

子どもの公共施設の
利用

2

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

子ども

評価の方
法

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　④　子どもへの虐待や犯罪を防止します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

虐待対応事業 子育て支
援課

子どもと
保護者、
関係機関

子どもを虐待から守るため、
児童相談所や民生・児童委
員、警察署、その他関係機
関とのネットワークを強化し、
関係改善が必要な親子への
サポートなどを行う。緊急の
事例に関しては、児童相談
所と協議し、一時保護につ
なげる。

推進
調整機能の
強化

協議会の開
催回数

子ども家庭支援センターを中核機関として
連携を実施
相談件数801件（前年度継続指導件数、虐
待疑いを含む）
要保護児童対策地域協議会を開催し、他
機関とのネットワーク構築、連携強化を継
続して行った。（代表者会議1回、実務者会
議4回、ケース検討会議38回）
また、国の補助金を活用し子ども家庭支援
センターに臨時職員を2人配置し、児童虐
待通告の対応や中長期的な支援が必要な
家庭への対応強化を図った。

Ｂ

よりきめ細やかな支援を行うために、要保
護児童対策地域協議会の子どもを守る
ネットワーク機能を充実させる必要があり、
会議の体制や情報提供・共有内容の改善
等を引続き行っていく。

子ども家庭支援センターを中核期間として
連携を実施
相談件数1,281件（前年度継続指導件数、
虐待疑いを含む）
要保護児童対策地域協議会を設置し、他
機関とのネットワークを構築、連携強化を
継続して実施した。（代表者会議1回、実務
者会議4回、ケース検討会36回）
平成25年度より子ども家庭支援センターの
体制見直しを実施、相談対応、ケースワー
クを行う職員2名増員し、相談等情報の集
中化等、体制の強化を図った。

B

地域環境の変化、相談通告件数の増加に
伴い、ケースも多様化している。その時々
の状況に応じたネットワーク機能の充実が
必要であり、連携先の充実、会議の体制、
情報提供・共有内容の改善等が必要であ
り、引続き改善を図っていく。

第７、８、１０、１１条

子育て支
援課

子育て支援
課／平成２１
年度に虐待
防止マニュア
ルを作成し啓
発を行う

子育て支援
課／キャン
ペーンの実
施状況

子育て支援課／子ども家庭支援センター、
児童相談所、関係機関と連携、協力しなが
ら継続して実施。子ども虐待防止マニュア
ルを利用し関係機関と虐待防止、早期発
見の手法を共有している。11月の児童虐
待防止啓発キャンペーンに併せ、市報で虐
待防止の広報を行った。
また、相談先としての子ども家庭支援セン
ター周知のため、継続してカードを配布（母
子バックへの封入等）を行うとともに、虐待
通報窓口として市報に毎号掲載している。

Ｂ

市報等での広報等により、通報・相談窓口
として子ども家庭支援センターの認知度は
向上している。キャンペーン実施内容や広
報内容を今後も継続的に改善・検討してい
く。

子育て支援課／子ども家庭支援センター、
児童相談所、関係機関と連携、協力しなが
ら継続して実施。子ども虐待防止マニュア
ルを利用し関係機関と虐待防止、早期発
見の手法を共有している。11月の児童虐
待防止啓発キャンペーンに併せ、市報で虐
待防止の広報を行った。
また、相談先としての子ども家庭支援セン
ター周知のため、継続してカードを配布（母
子バックへの封入等）を行うとともに、虐待
通報窓口として市報に毎号掲載している。

Ｂ

市報等での広報等により、通報・相談窓口
として子ども家庭支援センターの認知度は
向上している。キャンペーン実施内容や広
報内容を今後も継続的に改善・検討してい
く。

第７、８、１０、１１条

指導室 指導室／継
続

指導室／
・人権教育推進資料（人権教育の計画づく
り）作成・配布
・東京都人権尊重教育推進校指定（二中）
を活用した人権教育を推進

Ａ

・資料の作成と配布を行った。
・人権教育推進委員会で、二中の研究授
業に参加するなど、人権に関わる研究内
容を共有した。

指導室／
・人権教育推進資料を作成し、市内全教員
に配布した。
・東京都人権尊重教育推進校として小金井
第二中学校が研究発表を行った。

Ａ

・人権教育推進資料により、虐待防止を含
めた人権教育について、教員の意識を高
め、子どもの指導に反映させた。
・小金井第二中学校の研究成果を発表し、
人権尊重教育について、教員の意識を高
め、保護者、市民に広く周知した。

第８条

地域安全
課

地域安全課
／充実
平成21年度
より「こきん
ちゃんあいさ
つ運動」を実
施

地域安全課／子どもの安全確保方策とし
て、こがねい安全・安心あいさつ運動を推
進し、運動の参加者に缶バッチを1,177個
支給。防犯資器材支給は、延べ8団体、
318個の資機材を支給。青色回転灯装備
車両16台を使用し、通常業務を通して
1,158回のパトロールを実施。こがねい安
全・安心メールを83件配信。小金井安全・
安心まちづくり協議会を4回実施。

Ｂ

「こきんちゃんあいさつ運動」については、
毎年度、市立小学校の新入生の保護者を
中心に、缶バッヂとチラシを配布して協力
者の増加に努めているが、一般からの協
力者が少ないことから、あいさつ運動の広
報を充実する必要がある。

地域安全課／平成25年刑法犯認知件数
1206件（前年比65件減）。子どもの安全確
保方策として、こがねいし安全・安心あいさ
つ運動（こきんちゃんあいさつ運動）を推進
し、運動の参加者に缶バッチを1,139個支
給。防犯資機材支給は、延べ9団体、195
個の資機材を支給。青色回転灯装備車両
16台を使用し、通常業務を通して1,166回
のパトロールを実施。こがねい安全・安心
メールを78件配信。小金井安全・安心まち
づくり協議会を3回実施。

B

刑法犯認知件数は順調に減少している
が、「こきんちゃんあいさつ運動」について
は、市立小学校の新入生の保護者を中心
に、缶バッヂとチラシを配布し、毎年順調に
協力者数を伸ばしているものの、一般から
の協力者数の伸びが少ないことから、あい
さつ運動の広報について検討を要する。

第７条

保育課 保育課／継
続

保育課／非常通報装置を各園に設置。民
間保育所では、警備員の配置や防犯カメラ
を設置している園もある。防犯パトロール
は未実施であるが、公用車で市内を移動
する際は青色回転灯の装着を励行した。

Ｂ

公立保育園では非常通報装置を各園に設
置している。また、民間保育所では、警備
員の配置や防犯カメラを設置している園も
ある。

保育課／非常通報装置を各園に設置。民
間保育所では、警備員の配置や防犯カメラ
を設置している園もある。防犯パトロール
は未実施であるが、公用車で市内を移動
する際は青色回転灯の装着を励行した。

Ｂ

公立保育園では非常通報装置を各園に設
置している。また、民間保育所では、警備
員の配置や防犯カメラを設置している園も
ある。

第７条

教育委員
会（学校
教育部）

教育委員会
（学校教育
部）／継続

教育委員会（学校教育部）/学校の門の施
錠の徹底、玄関等の開錠、学校内の異常
の有無の確認・報告（早朝学校管理） Ａ

ほぼ事業目標を達成しているが、土曜日
授業の開催等、近年の動向に合わせた柔
軟な対応を行い、引き続き早朝における学
校の円滑な管理運営を確保していくことを
今後の目標としているため。

庶務課/学校休業日以外の日について、学
校施設の管理業務。玄関等の開錠、遠方
監視装置、電話装置の切り替え、施設内
の異常の有無の点検・報告を行った。

A

当該業務は、早朝学校管理委託として受
託者が行っており、委託仕様書に基づき適
切に実施された。

第７条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

非常通報装置・防犯グッズ（さすまた）等を
全児童館、学童保育所に配置。また、職員
を対象としたさすまた講習会を実施

Ａ

随時改善に取り組む。 児童青少年課／非常通報装置・防犯グッ
ズ（さすまた）等を全児童館、学童保育所に
配置。また、職員を対象としたさすまた講習
会を実施。
各学童保育で降所時間が早まる時期に地
域での見守りを依頼するチラシを配布。

A

随時改善に取り組む。 第７、１３条

4

薬物・ＩＴ関連の被害
予防のセーフティ教
室

指導室 小学生、
中学生

小金井警察署担当官を講師
に迎え、薬物、インターネット
を利用する際に起きる被害、
加害（出会い系サイト、ネット
犯罪、チャットやメール、掲
示板への書き込みなどでの
他人への中傷など）につい
て学び、犯罪を防止する。

継続 実施学級数 セーフティ教室（小・中学校全校）、薬物乱
用防止教室（小学校4校、中学校3校）、イ
ンターネット犯罪被害防止教室（小学校7
校、中学校2校）を実施

Ａ

セーフティ教室は、全校で実施した。
薬物乱用防止及び情報モラルに関する学
習は、全校でその予防や危険性について
考える学習を実施、充実した。

市内全小中学校（14校）で警察や関係機関
と連携したセーフティ教室、薬物乱用防止
教室、インターネット被害等含んだ情報モラ
ル教育を実施した。

Ａ

教員及び子どもの薬物・ＩＴ関連の被害や
予防についての理解を深めた。また、学校
によっては、家庭や地域の方に授業を公開
したり、学習内容を広報したりして、関心や
意識を高めた。

第７条

担当課

子どもを犯罪から守
る防犯対策

子ども

子どもと
保護者、
市民など

子どもが自分自身の心と身
体を守る方法を学ぶととも
に、虐待防止のマニュアル
作成や早期発見に向けた
キャンペーン、虐待を防ぐた
めの相談を行う。

対　象

虐待防止啓発事業

2

番
号

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

学校、保育所や学童保育所
などでの防犯対策に努め、
ボランティアによる市内パト
ロールなど、子どもが安心し
て過ごせるまちづくりを行う。

事業の内容事業名称

3

評価の方
法

地域安全課・
保育課・教育
委員会・児童
青少年課／
犯罪件数の
減少

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
子どもの権利に関する

条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
（２）　子どものゆたかな体験と仲間づくりを支えます
　①　自立を育む体験活動を応援します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

文化振興活動事業 児童青少
年課

子どもと
保護者

音楽や演劇鑑賞（親と子の
ファミリーコンサート、親子演
劇鑑賞会など）を通じて子ど
もの情操を培い、親と子の触
れ合いや対話の機会を設け
る。

検討 参加人数 未実施

Ｄ

旧公会堂の取毀以降、会場がないため実
施していない。市民交流センターの完成以
降、同事業を児童青少年課が再度、直接
実施する必要があるかも含めて検討を要
する。

未実施

D

旧公会堂の取毀以降、会場がないため実
施していない。市民交流センターの完成以
降、事業内容と同趣旨の各種自主事業が
実施されており、本事業を児童青少年課に
おいて再度直接実施する必要があるかを
含めて検討を要する。
なお、事業内容とは異なるが、毎年１月に
「新春たこあげ大会」を実施している。

第９条

公民館 公民館／継
続

公民館／利
用者数

公民館本館／「子ども自然体験クラブ」4回
シリーズ、延べ参加人数65人

Ａ

参加人数が増加。しかし、定員に満たない
回もあった。

公民館本館／「子ども自然体験クラブ」4回
シリーズ、延べ参加人数95人
公民館緑分館／「共働夢農園・親子コー
ス」5回シリーズ、延べ参加者数72人
公民館緑分館／「イクメンパパのための親
子クリスマスキャンドル作り」1回、参加者
数19人、「親子deヨガ」1回、参加者数20人

A

「子ども自然体験クラブ」については、参加
者数が増加した。また、子どもと保護者で
参加できる講座が増えた。

第９条

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数

生涯学習課／清里山荘自然体験教室年2
回実施、夏季参加者人数30人、冬季30人

Ａ

子ども達が自然の中で動植物とのふれあ
いを通して自然の大切さを学ぶことを目的
としている。参加者数は受け入れ態勢によ
り変動はあるが、ほぼ事業目標を達成して
いることからＡ評価とした。

生涯学習課／清里山荘自然体験教室年2
回実施、夏季参加者人数41人、冬季34人

Ａ

子ども達が自然の中で動植物とのふれあ
いを通して自然の大切さを学ぶことを目的
としている。参加者数は受け入れ態勢によ
り変動はあるが、ほぼ事業目標を達成して
いることからＡ評価とした。

第９条

経済課
農業委員
会

経済課・農業
委員会／継
続

経済課・農業
委員会／参
加生徒数、
児童数、世
帯数

経済課・農業委員会／
学童収穫体験事業（市内小学校9校、参加
児童1,581人）
職場体験事業（市内中学校4校、参加生徒
15人） Ａ

市内公立小学校９校の児童にジャガイモや
サツマイモの収穫体験を実施し、収穫の喜
びに触れることで農作物の大切さを学ぶこ
とが出来た。また中学生については、農家
や共同直売所の仕事を手伝うことを通して
農家の苦労や地元で生産された農作物の
大切さを学ぶことが出来た。

経済課・農業委員会／
学童収穫体験事業（市内小学校9校、参加
児童1,498人）
職場体験事業（市内中学校２校、参加生徒
７人） Ａ

市内公立小学校９校の児童にジャガイモや
サツマイモの収穫体験を実施し、収穫の喜
びに触れることで農作物の大切さを学ぶこ
とが出来た。また中学生については、農家
や共同直売所の仕事を手伝うことを通して
農家の苦労や地元で生産された農作物の
大切さを学ぶことが出来た。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／参加人
数

わんぱく団活動（６日間）累計参加人数288
人

Ａ

子どもの体験事業として、野外活動を実
施。事業内容については、毎年、職員が検
討・改善を行っている。

児童青少年課／わんぱく団活動（６日間）
参加人数64人（累計参加人数384人）
中高生ボランティア人数22人 A

子どもの体験事業として、野外活動を実
施。事業内容については、毎年、職員が検
討・改善を行っている。

第９、１３条

3

各種スポーツ事業 生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

子どもと
保護者な
ど

親や指導員も参加し、子ども
との交流を図れるよう「①少
年少女野球教室」「②ジュニ
アサッカーフェスティバル」
「③親子体操教室」などを実
施する。

①継続
②継続
③継続

①利用児童
数
②利用児童
数
③アンケート
による満足度

①少年少女野球教室
参加者数120人（1回実施）
②ジュニアサッカーフェスティバル
参加者55人（1回実施）
③親子体操教室
参加者数162人（全16回）
アンケートによる満足度：良
その他「水泳教室」72人（全11回）、「なんで
もやってみようスポーツ教室」36人（全8回）
を実施

Ａ

野球、サッカー等の競技の基本と楽しさを
体験させながら、健全な児童の育成のため
実施する事業であり、ほぼ事業目標を達成
していることからＡ評価とした。

①少年少女野球教室
参加者数152人（1回実施）
②ジュニアサッカーフェスティバル
参加者108人（1回実施）
③親子体操教室
参加者数135人（全16回）
アンケートによる満足度：良
その他「水泳教室」72人（全11回）、「なんで
もやってみようスポーツ教室」47人（全8回）
を実施

A

野球、サッカー等の競技の基本と楽しさを
体験させながら、健全な児童の育成のため
実施する事業であり、ほぼ事業目標を達成
していることからＡ評価とした。

第９条

4

図書館ボランティアと
の協働

図書館 子ども おはなし会をボランティアと
協働で行う。

継続 実施箇所数 本館、東分室、緑分室において、おはなし
会をボランティアと協働で行った（本館3回
31人、東分室1回8組、緑分室22回745人） Ａ

前年度並みの参加者数を維持している。 本館、東分室、緑分室において、おはなし
会をボランティアと協働で行った（本館3回
49人、東分室1回18組、緑分室22回　　664
人）

A

全体的に見ると前年度並みの参加者数を
維持している。

第９、１３条

5

図書館事業 図書館 子ども 貸し出しサービス、レファレ
ンスサービス（参考業務）、
子ども対象の各種事業（お
はなし会・工作の会・映画
会）、ヤングアダルトサービ
ス、学校図書室との連携・援
助・資料の収集と組織化・他
市図書館との相互貸借、移
動図書館の巡回を行う。

充実 利用者数 おはなし会／本館42回476人、東分室7回
116人、緑分室22回745人
おたのしみ会／本館2回90人、東分室1回8
人
夏休み工作会／本館１回18人
学校、学級、ボランティア団体への団体貸
出
小学生の1日図書館員（東1回6人、緑1回
10人）

Ａ

おはなし会の開催回数及び参加人数が増
加した。
映画会については平成24年度は会場とな
る集会室が使用できないため、夏休み工
作会を行ったため、参加人数は減少したも
のの参加した子どもたちの反応は良かっ
た。
中学生の職場体験は学校からの要請が無
かった為行わなかった。

おはなし会／本館44回452人、東分室7回
145人、緑分室22回644人
おたのしみ会／本館2回49人
東分室1回3人
夏休み工作会／本館１回13人
学校、学級、ボランティア団体への団体貸
出
中学生の1日図書館員（東1回6人、緑1回2
人）

A

おはなし会の開催回数及び参加人数が増
加した。
映画会については平成25年度も会場とな
る集会室が使用できないため、夏休み工
作会を行い、平成24年度に引続き、参加し
た子どもたちの反応は良かった。

第９、１３条

事業の内容担当課事業名称

2

番
号

子どもの体験事業 「子ども体験講座」「学習体
験収穫」「わんぱく団活動」
などを行う。

対　象
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

子どもと
保護者

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
評価の方

法
子どもの権利に関する

条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

児童青少
年課

児童青少年
課／充実

児童青少年
課／参加人
数

土曜日来館者数13,697人

Ａ

土曜開館によって、子どもの受入れ体制は
整備されている。
事業内容等については、随時、検討をして
いる。

児童青少年課／土曜日来館者数13,384人

A

土曜開館によって、子どもの受入れ体制は
整備されている。
事業内容等については、随時、検討・改善
を行っている。

第９、１３条

公民館 公民館／継
続

公民館／講
座数

公民館東分館/「ひがし子ども囲碁教室」50
回、延べ参加人数645人
公民館本館/「子ども自然体験クラブ」4回
シリーズ延べ参加人数65人 Ｓ

「ひがし囲碁教室」はメンバーがさらに充実
し、生きがいに通じる活動を行っている参
加者もいる。「子ども自然体験クラブ」も参
加者が増加している。

公民館東分館／「ひがし子ども囲碁教室」
50回、延べ参加人数700人
公民館本館/「子ども自然体験クラブ」4回
シリーズ、延べ参加人数95人 A

「ひがし子ども囲碁教室」は参加者がさらに
充実し、大会等に参加するなど生きがいに
通じる活動をしている子どももいる。「子ど
も自然体験クラブ」も参加者が増加した。

第９条

図書館 図書館／充
実

図書館／参
加者数

図書館／緑分室において月1回土曜日の
おはなし会を実施
（幼児の部）全10回・336人　（小学生の部）
全10回・234人参加
（幼児・小学生の部合同）全2回、175人参
加
絵本の読み聞かせの他、手袋人形、手遊
び、人形劇、科学工作、影絵芝居，素話、
パネルシアター等多岐にわたる種類の演
目を行った。

Ａ

前年度並みの参加者数を維持し,工夫を凝
らしたさまざまな演目を行った為、参加した
子どもたちの反応が大変よく、行った内容
に興味を示してくれた。

図書館／緑分室において月1回土曜日の
おはなし会を実施
（幼児の部）全10回・333人　（小学生の部）
全10回・174人参加
（幼児・小学生の部合同）全2回、137人参
加
絵本の読み聞かせの他、手袋人形、手遊
び、人形劇、科学工作、影絵芝居，素話、
パネルシアター等多岐にわたる種類の演
目を行った。

A

前年度より参加者数は若干減少したが,工
夫を凝らしたさまざまな演目を行った為、参
加した子どもたちの反応が大変よく、行っ
た内容に興味を示してくれた。

第９、１３条

生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／
①継続
②継続

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／
①利用児童
数
②利用児童
数

生涯学習課（スポーツ振興係）／
毎週土曜日実施
①総合体育館プール無料開放（9時～正
午）2,064人
②土曜スポーツクラブを実施（9時～正午）
477人

Ａ

総合体育館において学校週五日制対応事
業として、毎週土曜日に小・中学生を対象
とした事業であり、ほぼ事業目標を達成し
ていることからＡ評価とした。

生涯学習課（スポーツ振興係）／
毎週土曜日実施
①総合体育館・栗山公園健康運動セン
ター　プール無料開放（9時～正午）2,092人
②土曜スポーツクラブを実施（9時～正午）
304人

A

総合体育館等において学校週五日制対応
事業として、毎週土曜日に小・中学生を対
象とした事業であり、ほぼ事業目標を達成
していることからＡ評価とした。

第９条

7

中・高校生ボランティ
アの育成

児童青少
年課

12歳～18
歳の子ど
も

中・高校生ボランティアを育
成する。

充実 登録・参加者
数

中・高校生ボランティア登録・参加者数839
人

Ａ

各種児童館行事において、日常的に中・高
校生世代のボランティアの協力を得てい
る。

中・高校生ボランティア登録・参加者数794
人

A

各児童館行事において、日常的に中・高校
生世代のボランティアの協力を得ている。

第９、１３条

8

地域少年少女スポー
ツ団体への支援

生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

地域の少
年少女ス
ポーツ団
体

体育協会との連携により、少
年少女スポーツ団体に対
し、財政的支援を行う。

継続 利用児童数 11団体444人
団員交流大運動会（参加者721人）や、運
動適性テスト（参加者340人）など年間を通
して活動を行っている Ａ

団体数は横ばい傾向であるが、市内小学
生同士の親睦を図り、ほぼ事業目標を達
成していることからＡ評価とした。

11団体396人
団員交流大運動会（参加者608人）や、運
動適性テスト（参加者278人）など年間を通
して活動を行っている A

団体人数は減少傾向であるが、市内小学
生同士の親睦を図り、ほぼ事業目標を達
成していることからＡ評価とした。

第９条

土曜日に、体育施設・図書
館・児童館・公民館などの公
共施設を子どもへ開放する。
また、子どもが参加できるさ
まざまな事業を開催する。

事業名称
番
号

6

土曜日における受入
れ事業

子ども

担当課 事業の内容対　象
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２４年度現況
評価の方

法

平成２５年度進捗状況
子どもの権利に関する

条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　②　子どもの居場所と交流の場を充実します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

子ども家庭支援セン
ター（ゆりかご）事業

子育て支
援課

子どもと
保護者

親子が自由に遊ぶ場を提供
し、職員が支援をすることに
より親子の交流を促進する。
子育てに関わる情報の提供
や情報交換を行う活動の拠
点、母親の自主活動を支援
し子育てグループの指導者
育成、ボランティア活動に関
する情報収集や情報提供な
どを行う。

親子の交流
と仲間作り支
援

利用人数
ボランティア
登録数
ホームペー
ジアクセス数

親子遊びひろば利用者数23,614人
子ども家庭支援センター（ゆりかご）ホーム
ページアクセス数21,514件
ボランティア登録数67人

Ａ

事業実績は毎年度同程度で推移してい
る。ひろばの1日当りの利用者は平均70～
80程度となっている。今後も運営協議会や
利用者等の意見を聞きながら、講座等プロ
グラムの工夫を図る。

親子遊びひろば利用者数25,201人
子ども家庭支援センター（ゆりかご）ホーム
ページアクセス数27,838件
ボランティア登録数67人

Ａ

事業実績は、過去2年間と比較し1,500人程
度増加、場所が分かりづらい等の意見が
あり、手書きの立て看板を設置する等、新
たな周知の試みを実施した。今後も、利用
者や運営協議会の意見を聞きながら広報・
プログラムの工夫を図る。

第７、９条

2

児童館事業 児童青少
年課

子どもと
保護者

中・高校生ボランティアの育
成、子育て支援グループの
活動支援、施設の整備、開
館時間の延長など。子ども
の意見を取り入れながら、新
たな児童館設置を行う。ま
た、中・高校生世代の子ども
の利用を推進していく。

新設につい
ては財政状
況を踏まえ運
営方法等含
め今後の検
討課題

来館者数 来館者数101,309人
＜開館時間延長に伴う来館者数＞
東児童館を除く3館において、学校休業日
を除く平日は小学4年生以上の児童に対し
て、開館時間を午後5時30分まで延長し
た。196日（本町、貫井南、緑児童館）、3館
計9,480人。
東児童館については、常時午後6時まで開
館。280日、5,064人。　　合計14,544人

Ｂ

各館の事業については継続
新設については、財政状況を踏まえ、運営
方法等含め、今後の検討課題

来館者数107,469人
＜開館時間延長に伴う来館者数＞
東児童館を除く3館において、学校休業日
を除く平日は小学4年生以上の児童を対象
に、開館時間を午後5時30分まで延長。
本町、貫井南、緑児童館　10,949人/193日
東児童館（常時午後6時まで開館）　6,010
人/281日
四館合計16,959人

B

各館の事業については継続
新設については、財政状況を踏まえ、運営
方法等含め、今後の検討課題

第９、１３条

3

移動児童館（わんぱ
く号）

児童青少
年課

子どもと
保護者

児童館に遠い地域の子ども
への支援活動として、ボラン
ティアグループの協力により
実施する。

継続 参加人数 移動児童館「わんぱく号」参加人数8回260
人（6月雨天のため中止）

Ｂ

事業内容、評価方法等については、適宜
検討・改善を継続

移動児童館「わんぱく号」参加人数369人
/8回（2月積雪のため中止）、ボランティア
29人

B

事業内容については、適宜検討・改善を継
続

第９条

4

小学校の校庭開放
事業

生涯学習
課

子どもと
保護者

「遊び場開放」は子どもと保
護者を対象に、各校に指導
員1名を配置し、遊び場とし
て開放。「登録団体開放」は
教育委員会に登録申請し、
承認を受けた少年スポーツ
団体に開放する。

継続 参加人数（登
録団体開放・
遊び場開放）

夏休みを除く毎月土、日、祝祭日。年末・年
始の6日間を除く冬休み及び春休み。午前
午後をスポーツ団体に開放。ただし午後は
スポーツ団体と遊び場の併用。
遊び場開放開催回数延べ498回、参加者
数延べ6,351人。登録団体開放延べ763
回、参加者数延べ65,603人。9校にて開放
実施

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

夏休みを除く毎月土、日、祝祭日。年末・年
始の6日間を除く冬休み及び春休み。午前
午後をスポーツ団体に開放。ただし午後は
スポーツ団体と遊び場の併用。
遊び場開放開催回数延べ529回、参加者
数延べ6,976人。登録団体開放延べ751
回、参加者数延べ58,066人。9校にて開放
実施

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

第９条

環境政策
課

環境政策課
／継続

環境政策課/公園の維持管理を行うととも
に、上山谷緑地公園を整備、開園した。ぐ
みの木公園の遊具撤去新設工事を行っ
た。

Ａ

平成２４年度は、新たに４箇所の公園・緑
地を開園し身近なみどりを守り、緑化の推
進に貢献したため。

環境政策課／公園の維持管理を行うととも
に、小長久保公園を拡張整備。

Ａ

平成25年度は、公園・緑地の整備をすす
め、身近なみどりを守り、緑化の推進に貢
献したため。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年課／子どもの健全育成活動
（市民まつり子ども部門行事（3,381人）、子
ども週間行事（2,583人）、たこあげ大会
（955人）等での交流の場作り）

Ｂ

地域における子どもの健全育成活動を継
続して実施。実施方法についても継続して
検討していく。

児童青少年課／子どもの健全育成活動と
して、市民まつり子ども部門行事（2,384
人）、子ども週間行事（2,764人）、たこあげ
大会（791人）等を実施

Ａ

地域における子どもの健全育成活動を継
続して実施。各事業地域の青少年健全育
成地区委員や子供会育成連合会による実
行委員会形式により実施しており、実施内
容についても継続して検討していく。

第９、１４条

その他関
係各課

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特に無し

保育課 保育課／検
討（日曜以外
は継続）

保育課／利
用者数

保育課／日曜日園庭開放は未実施（日曜
以外各園により曜日、回数等は異なるが
実施している。） Ｄ

現状では職員体制、施設管理上等の問題
から、保育所が日曜日開園していない。

保育課／日曜日園庭開放は未実施（日曜
以外各園により曜日、回数等は異なるが
実施している。） Ｄ

現状では職員体制、施設管理上等の問題
から、保育所が日曜日開園していない。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／利用者
数

学童保育所を利用した子育てひろば事業
学童保育所4ヶ所（たけとんぼ、まえはら、
みなみ、あかね学童保育所）で週1回程度
実施、計134回利用者数1,986人 Ｂ

全学童保育所では実施していない。
実施体制や他施策含めた検討を要す。

児童青少年課／学童保育所を利用した子
育てひろば事業を週１回程度実施（たけと
んぼ、まえはら、みなみ、あかね学童保育
所）
利用者数1,998人/106回。なお、あかね学
童保育所は立替工事のため７月まで。

B

現状では、全学童保育所では実施してい
ないが、学童保育業務の総合的な見直し
の結果、平成２７年度から６箇所で週３回
実施に拡充を予定。

第９条

事業名称 対　象

公立保育所での日曜日園庭
開放、学童保育所での施設
開放（午前中）、民間保育所
への施設開放の働きかけを
行う。

公園等遊べる施設の
整備等

子どもと
保護者、
子育てグ
ループ

6

番
号

市民

5

保育所・学童保育所
等施設の開放

担当課

子どもからお年よりまでの憩
いの場・交流の場、青少年
が安心して遊べる魅力ある
場（プレイパークなど）の環
境づくり、地域のコミュニティ
活動の活発化、子どもの健
全育成などを行う。

評価の方
法

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
事業の内容

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

子どもの権利に関する
条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

7

子どもを見守る家 指導室 市民 登下校時への不審者に対す
る一時的緊急避難所として
の「子どもを見守る家（カンガ
ルーのポケット）」の設置を支
援する。

継続 登録者数 登録者件数1,281件
健全育成推進協議会での情報交換

Ａ

継続手続きの手順を簡略化したり、新たに
「カンガルーポケット市内地図」を作成する
など充実を図った。また、登録件数も微増
となった。

1,326件の登録件数があった。
健全育成推進協議会での情報交換を行っ
た。

Ａ

・「カンガルーポケット市内地図」の周知に
取り組み、保護者、地域の方の理解啓発
につながった。その結果、登録件数も増加
した。

第７条

8

放課後子どもプラン 生涯学習
課

子ども 放課後や週末等に小学校の
余裕教室等を活用し、安全・
安心な子どもの活動拠点
（居場所）を設け、地域の
方々の参画を得て、子ども
に勉強やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動
等の機会を提供することによ
り子どもが地域社会の中で、
心ゆたかで健やかに育まれ
る環境づくりを推進する。

充実する方
向で検討

参加人数・実
施回数

平成19年度から「放課後子ども教室推進
事業」として実施。9小学校区、38事業、参
加者25,773人、実施回数682回

Ａ

学校と地域と保護者が協力して安全な子
どもたちの居場所を作ることを目標としてお
り、参加者数・実施回数共に横ばい傾向で
はあるが、大きな事故もなく、各校で推進
委員会が組織される等体制の整備も図ら
れていることから、ほぼ事業目標を達成し
ていることからＡ評価とした

平成19年度から「放課後子ども教室推進
事業」として実施。9小学校区、41事業、参
加者30,957人、実施回数790回

Ａ

学校と地域と保護者が協力して安全な子
どもたちの居場所を作ることを目標としてお
り、参加者数・実施回数共に横ばい傾向で
はあるが、大きな事故もなく、各校で推進
委員会が組織される等体制の整備も図ら
れていることから、ほぼ事業目標を達成し
ていることからＡ評価とした

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

事業名称 担当課
平成２５年度進捗状況平成２４年度現況

対　象 事業の内容
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

評価の方
法
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

１　子育て家庭を支えます
（３）　子どもを生み育てる家庭を支援します
　①　経済的負担を軽減します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

母子援助事業 健康課 乳幼児ま
たは妊産
婦

経済的理由などにより妊産
婦および乳幼児の健康保持
が困難な場合①「母子栄養
強化扶助」②「妊産婦・乳幼
児保健指導」を行う。

①継続
②継続

支給人数等 ①支給実人数9人
②指導票発行延数6件
支給実人数6人

Ａ

母子バッグ同封サービスガイド・ホーム
ページにて周知を図っている。サービスを
必要とする市民へ提供できている。

①支給実人数4人
②指導票発行延数7件（支給実人数6人）

Ａ

わたしの便利長をはじめ、母子バッグに同
封しているのびのびこがねいっ子及び母子
保健・福祉のサービスガイド、ホームペー
ジにて周知を図っており、サービスを必要
とする市民へ情報提供できているため。

第７条

2

乳幼児医療費助成 子育て支
援課

就学前の
乳幼児

乳幼児の健やかな成長と保
護者の経済的負担の軽減を
図るため、乳幼児医療費の
助成を行う。

拡大
平成19年10
月1日より未
就学児の保
護者の所得
制限を撤廃
し、制度を拡
大

受給者数 受給者数と診療件数
都基準分5,501人99,419件
市単独分834人20,901件

Ｓ

平成19年度に市の独自財源による所得制
限撤廃により全未就学児に対する医療費
助成を実現し、現在も継続して実施してい
る。市報やホームページで広報し、漏れの
無い周知を行っている。

受給者数と診療件数
都基準分5,635人　108,073件
市単独分827人　15,486件

Ｓ

平成19年度に市の独自財源による所得制
限撤廃により全未就学児に対する医療費
助成を実現し、現在も継続して実施してい
る。市報やホームページで広報し、漏れの
無い周知を行っている。

第７条

3

児童手当 子育て支
援課

0歳～小
学校修了
前の子ど
もを育て
ている保
護者

0歳から小学校修了前の児
童を養育している保護者に
対し、手当を支給する。

拡大
平成18年4月
1日より小学
校修了前の
児童を養育
している保護
者に対し、手
当の支給を
拡大。
平成19年4月
1日より、児童
手当支給額
を3歳未満一
律10,000円
に制度改正

受給者数 平成24年度に子ども手当から児童手当に
移行、平成24年6月受給分から所得制限が
適用された。
【対象】
0歳～中学校修了前の子どもを育てている
保護者
【事業の内容】
0歳～中学校修了前の子どもを養育してい
る保護者に対し、手当を支給する
【手当額】
＜所得制限内＞
　3歳未満一律　月額15,000円
　3歳以上小学校修了前
　・第1、2子　月額10,000円
　・第3子以降　月額15,000円
　中学生一律　　10,000円
＜所得制限以上＞
　月額　5,000円

平成24年度受給者数　12,207人

Ｓ

手当の受給漏れが無いよう、現況届発送
時には、市報、ＨＰ等で周知を行い、発送
後期限までに届出が無い対象者について
は、個別に届出勧奨を行い、周知徹底を
行った。また、転入や出生等の新規の対象
者についても、関係各課の届出時に、本手
当の届出を案内する等、連携し周知を図っ
ている。

受給者数13,045人（特例給付含む）

Ｓ

手当の受給漏れが無いよう、現況届発送
時には、市報、ＨＰ等で周知を行い、発送
後期限までに届出が無い対象者について
は、個別に届出勧奨を行い、周知徹底を
行った。また、転入や出生等の新規の対象
者についても、関係各課の届出時に、本手
当の届出を案内する等、連携し周知を図っ
ている。

第７条

4

小金井市児童扶養
手当

子育て支
援課

18歳未満
の子ども
を4人以
上育てて
いる保護
者

児童（18歳未満）を4人以上
養育している保護者で、4人
目の児童から児童手当・児
童育成手当が受給できない
人に手当を支給する。

継続 受給者数 平成22年度に子ども手当（現児童手当）の
創設により廃止

Ｄ

子ども手当（現児童手当）制度の創設によ
り支給対象者がいなくなったため、廃止し
た。

平成22年度に子ども手当（現児童手当）の
創設により廃止

Ｄ

子ども手当（現児童手当）制度の創設によ
り支給対象者がいなくなったため、廃止し
た。

第７条

5

愛育手当 子育て支
援課

4歳、5歳
の子ども
の保護者

市内に住み、保育園（無認
可を除く）や幼稚園に入園し
ていない子ども（4歳、5歳）を
育てている保護者に手当を
支給する。

継続 受給者数 受給者数30人

Ａ

子育て支援のための各制度間の狭間にあ
る人たちを対象としている手当であり、支
給人数は少ないものの、幼児の健全な育
成の助長を図るために継続実施をしてい
る。対象者の把握は困難であるが、市報で
の周知を図り、広報をしている。

受給者数52人

A

子育て支援のための各制度間の狭間にあ
る人たちを対象としている手当であり、支
給人数は少ないものの、幼児の健全な育
成の助長を図るために継続実施をしてい
る。対象者の把握は困難であるが、市報で
の周知を図り、広報をしている。

第７条

6

私立幼稚園等保護
者助成

学務課 私立幼稚
園へ通う
子どもの
保護者

私立幼稚園等に在籍する子
どもの保護者の負担軽減を
図るため、助成を行う。また、
市の補助金の引き上げを検
討する。

継続 申請者数 17,337人/月

Ａ

幼児教育の振興と充実を図り、保護者の
負担を軽減できたが、なお補助金額の市
上乗せ額を増額できるよう検討の余地が
ある。

18,061人／月

A

幼児教育の振興と充実を図り、保護者の
負担を軽減できた。

第９条

7

就園奨励費の補助
事業

学務課 私立幼稚
園

公私立幼稚園間の保護者
負担金の格差の是正等のた
めに、私立幼稚園に対して
入園料・保育料の減免事業
（所得制限があり）を行う。

継続 申請者数 719人/年

Ａ

世帯の所得状況に応じて保護者の経済的
負担の軽減並びに公私立幼稚園の格差是
正を図っている。
平成24年度は補助上限額があがったた
め、より保護者の経済的負担を軽減するこ
とが出来た。

752人／年

A

世帯の所得状況に応じて保護者の経済的
負担の軽減並びに公私立幼稚園の格差是
正を図っている。
平成25年度は補助上限額があがったた
め、より保護者の経済的負担を軽減するこ
とが出来た。

第９条

事業名称 担当課
評価の方

法
番
号

対　象
平成２５年度進捗状況

子どもの権利に関する
条例の反映

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２４年度現況
事業の内容
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

8

保育室等保護者助
成

保育課 3歳以下
の子ども
の保護者

市内に住み、認証保育所、
認定子ども園、保育室や保
育ママに3歳以下の子どもを
預けている保護者に助成金
を交付する。

継続 保育室、保
育ママ、認証
保育所、認
定子ども園の
保育料負担
軽減状況

交付件数
認証保育所2,169件
保育室243件
家庭福祉員285件
認定こども園24件
合計2,955件

Ｂ

小金井市保育室等入所児童保護者助成
金交付要綱に基づき、市内在住で認証保
育所、保育室、家庭福祉員及び認定子ど
も園に子どもを預けている保護者に対し助
成金を交付している。

交付件数
認証保育所2,503件
保育室225件
家庭福祉員311件
認定こども園31件
合計3,070件

Ｂ

小金井市保育室等入所児童保護者助成
金交付要綱に基づき、市内在住で認証保
育所、保育室、家庭福祉員及び認定子ど
も園に子どもを預けている保護者に対し助
成金を交付している。

第９条

9

保育料減免制度 保育課 生活に困
難が生じ
た家庭な
ど

失業や離婚、災害、医療費
の増大などで生活に困難が
生じたり、保育室などに兄弟
が入園している家庭へ、一
定の基準により保育料を減
免する。

継続 利用者数 399件

Ｂ

失業や離婚、災害、医療費の増大などで
生活に困難が生じたり、保育室などに兄弟
が入園している家庭へ、一定の基準により
保育料を減免している。

238件

Ｂ

失業や離婚、災害、医療費の増大などで
生活に困難が生じたり、保育室などに兄弟
が入園している家庭へ、一定の基準により
保育料を減免している。

第９条

10

小金井市修学援助
（奨学資金）

庶務課 高校生、
大学生な
ど

経済的理由により修学が困
難な高校生・大学生などに、
修学上必要な学資金を援助
する。

継続（奨学資
金運営委員
会にて順次
見直し）

受給者数
受給率

受給者数・高校生等35人・大学生等3人
受給率：高校生等89.7％（39人の応募に対
し35人に支給）大学生等23.1％（13人の応
募に対し3人に支給） Ｂ

事業目標をある程度達成しているが、今
後、他市の支給状況を見ながら奨学資金
運営委員会で事業としての改善・検討を続
ける必要があるため

受給者数・高校生等33人・大学生等3人
受給率：高校生等100％（33人の応募に対
し33人に支給）大学生等30％（10人の応募
に対し3人に支給） Ｂ

事業目標をある程度達成しているが、今
後、他市の支給状況を見ながら奨学資金
運営委員会で事業としての改善・検討を続
ける必要があるため

第９条

11

義務教育就学猶予
免除者等教育助成

学務課 子どもと
保護者

就学義務を猶予または免除
されている子どもと、訪問教
育を受けている子どもの保
護者に教育助成金を支給す
る。

継続 申請者数 対象者なし 対象者なし 第６、７、９条

12

要保護及び準要保
護児童生徒就学援
助

学務課 児童・生
徒の保護
者

経済的な理由で就学困難な
子どもの保護者に対し、学
用品費などを援助し、就学
支援を行う。

継続 受給者数 要保護40人
準要保護845人

Ａ

認定者に対し、教育費の一部の援助を
行った。また、市報・ホームページへの掲
載及び全児童生徒にお知らせを配布する
など周知に努めている。今後も申請漏れ等
がないように周知を努めていく必要があ
る。特に、外国籍の方、障害を持つ方には
丁寧な対応をしていき、漏れ等のないよう
努めていく。

要保護４１人
準要保護８１９人

Ａ

認定者に対し、教育費の一部の援助を
行った。また、市報・ホームページへの掲
載及び全児童生徒にお知らせを配布する
など周知に努めている。今後も申請漏れ等
がないように周知を努めていく必要があ
る。特に、外国籍の方、障害を持つ方には
丁寧な対応をしていき、漏れ等のないよう
努めていく。

第９条

13

ひとり親家庭医療費 子育て支
援課

ひとり親
家庭など

18歳に達した年度の末日
（障害のある場合は20歳未
満）までの児童のいる家庭な
どに対して、医療費の自己
負担すべき額から一部負担
金を控除した額を助成する。

継続 件数 対象者数795人
延受診者数8,977件
（平成23年度対象者数739人）

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、関係課の届出時に案内をする
等、関係各課と連携し周知を行っている。

対象者数780人
延受診者数9,528件

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、関係課の届出時に案内をする
等、関係各課と連携し周知を行っている。

第７条

14

障害児福祉手当
（国制度）

障害福祉
課

重度の障
害のある
20歳未満
の子ども

障害のある児童がいる世帯
の経済的負担を軽減するた
めに、障害児福祉手当の支
給を行う。

充実 受給率
支給額

受給資格者44人
受給者39人
受給率88.6％
6,658,380円 Ａ

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

受給資格者43人
受給者39人
受給率90.7％
6,809,640円 A

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

第９条

15

心身障害者福祉手
当

障害福祉
課

児童育成
手当（障
害）非該
当の子ど
もの保護
者

心身に障害のある児童の保
護者に手当を支給する。

充実 受給率
支給額

受給者8人
受給率100％
845,500円

Ａ

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

受給者5人
受給率100％
855,000円

A

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

事業名称
平成２５年度進捗状況

評価の方
法

平成２４年度現況

 就学義務の猶予又は免除については、学校教育法施
行規則（昭和22年文部省令第11号）第34条の規定に
より、学齢児童又は学齢生徒で、学校教育法（昭和22
年法律第26号）第18条に掲げる事由(病弱、発育不完
全その他やむを得ない事由）があるときは、その保護
者は、就学義務の猶予又は免除を教育委員会に願い
出なければならないとされ、保護者からの願い出がな
い限り、教育委員会は、就学義務の猶予又は免除を
行うことはできないこととなっていることから、対象者が
いないため評価ができません。

 就学義務の猶予又は免除については、学校教育法
施行規則（昭和22年文部省令第11号）第34条の規定
により、学齢児童又は学齢生徒で、学校教育法（昭和
22年法律第26号）第18条に掲げる事由(病弱、発育不
完全その他やむを得ない事由）があるときは、その保
護者は、就学義務の猶予又は免除を教育委員会に願
い出なければならないとされ、保護者からの願い出が
ない限り、教育委員会は、就学義務の猶予又は免除
を行うことはできないこととなっていることから、対象者
がいないため評価ができません。

事業の内容
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
担当課 対　象
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

16

特別児童扶養手当
（国制度）

障害福祉
課

20歳未満
の子ども
の保護者

障害のある児童がいる保護
者（所得制限あり）に、経済
的負担の軽減を図るため手
当を支給する。

継続 受給率 受給資格者106人
受給者86人
受給率81.1％

Ａ

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

受給資格者107人
受給者82人
受給率76.6％

A

受給者及び支給金額は毎年横ばい傾向に
あり、安定して手当金の支給を行えてい
る。

第９条

17

義務教育就学児医
療費助成

子育て支
援課

義務教育
就学児

児童の健やかな成長と保護
者の経済的負担の軽減を図
るため、義務教育就学児に
係る医療費の助成を行う。

拡大
平成19年10
月1日より保
険診療自己
負担分3割の
うち1割を助
成。
平成21年10
月1日より3割
助成（ただ
し、通院１回
につき200円
（上限額）の
自己負担あ
り）。

受給者数 平成24年10月に所得制限が緩和された。
受給者数5,173人
延受診件数58,429件

Ａ

所得制限緩和時には、ＨＰや市報への掲
載の他、個別案内の発送、医師会へのポ
スター掲示依頼、小学校を通じたチラシの
配布を行う等、申請漏れが無いよう広報を
行った。

受給者数5,240人
延受診件数66,384件

Ａ

届出漏れが無いよう、市報掲載、ＨＰ上で
常時広報を行う他、現況届けの個別送付
等を行い、周知を図った。

第７条

番
号

事業名称
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２５年度進捗状況
事業の内容

評価の方
法

平成２４年度現況
子どもの権利に関する

条例の反映担当課 対　象
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　②　母子保健体制を充実します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

妊産婦の健康づくり
事業

健康課 妊娠の届
け出をし
た妊婦

妊娠届出書を提出した妊婦
に母子健康手帳を交付し、
妊娠中から母と子の健康保
持を図る。同時に、母と子の
保健バッグも配布し、保健衛
生事業の情報提供を行う。
妊婦の健康管理と流早産の
防止などのための妊婦健
診、妊婦歯科健診、妊産婦
訪問指導、産後の健康管理
などのため産婦健診を行う。

継続
妊婦健康診
査公費負担
回数
平成19年度2
回
平成20年度5
回
平成21年度
14回

妊婦健康診
査受診票受
理数
産婦健康診
査受診者数

妊婦健康診査受診票受理数：
1回目1,088人、2回目以降9,992件
産婦健康診査受診者数963人
妊産婦訪問実施延人数996件
妊娠届出数1,164件
母子健康手帳交付延数1,204件
償還払い交付延数：291件 Ａ

妊婦健康診査１４回を都内医療機関で利
用できる。助産院や都外医療機関で受診し
た場合でも、償還払い制度で上限額はある
が、公費負担での受診が可能である。

妊婦健康診査受診票受理数：
1回目1,077人、2回目以降10,567件
産婦健康診査受診者数1,062人
妊産婦訪問実施延人数1,072件
妊娠届出数1,175件
母子健康手帳交付延数1,202件
妊婦健診償還払い交付延数：287件
超音波健診償還払い交付延数：2件

A

妊娠届の提出場所を保健センターだけで
はなく、市民課及び施設管理室（時間外・
休日）でも承っている。
妊婦健康診査についても、市内だけではな
くを都内医療機関でも受診できるように
なっており、助産院や里帰り等により都外
で受診した場合でも、都内で受診したときと
同様の費用を償還払いにて助成を行って
いる。
これらのように、妊婦の手続きによる負担
を少なくし、健診を受診しやすりように努め
ているため。

第７条

2

新生児訪問指導
（乳児家庭全戸訪問
事業）

健康課 新生児と
保護者

育児などに対する不安の軽
減や、疾病の予防、健康の
保持・増進を図るため、専門
の知識を持った助産師・保
健師による家庭訪問を行う。
平成21年度から乳児家庭全
戸訪問事業（こんにちは赤
ちゃん事業）を実施し、子育
て支援に関する必要な情報
提供を行い、支援が必要な
家庭に対し適切なサービス
に結びつける等の拡大をは
かるため、訪問期間を生後
120日まで延長する。

充実 訪問率 新生児訪問指導実施延人数　941人
未熟児訪問指導実施延人数　19人

Ｂ

乳児全戸訪問事業であるが、100％に達し
ていない。妊娠期からの周知の充実を図り
たい。

新生児訪問指導実施延人数　1,029人
未熟児訪問指導実施延人数　43人

A

里帰り出産で生後120日以上経過してし
まったり、直接訪問をしても不在で会えな
かったりすることがあるものの、赤ちゃん連
絡票（出生通知表）の届出者全員に訪問を
実施しているほか、届出がない場合には、
直接訪問を行うことで、出生者のほぼ全員
に対し訪問を実施しているため。

第７条

3

乳幼児健康診査
①3～4か月児
健康診査
②6～7か月児
健康診査
③9～10か月児
健康診査
④1歳6か月児
健康診査
⑤3歳児健康診査

健康課 3か月児
～3歳児
と保護者

乳幼児の健康状態の確認、
病気の早期発見、乳幼児の
心身の健やかな成長と保護
者の育児支援を図るため、
健康診査（身体計測・医師
の診察・相談等）を行う。ま
た、必要に応じて経過観察
健診などを行う。

継続 受診率 ①④⑤：毎月各2回集団健診
②③：個別健診
対象者数・受診者数・受診率
①1,006人・975人・96.9％
④999人・963人・96.4％
⑤911人・865人・95.0％
対象者数･受診票受理数・受診率
②1,006人・873人・86.8％
③1,006人・867人・86.2％

Ａ

各健康診査の受診率は９３．０％以上であ
る。
３～４か月児健康診査未受診者には健診
の再案内を行い、受診を促している。

①④⑤：毎月各2回集団健診
②③：個別健診
対象者数・受診者数・受診率
①1,110人・1,069人・96.3％
④954人・906人・95.0％
⑤972人・926人・95.3％
対象者数･受診票受理数・受診率
②1,110人・992人・89.4％
③1,110人・954人・85.9％

A

各健康診査の受診率は、昨年度に引き続
き９３．０％以上を維持している。
１歳６か月児及び３歳児健康診査について
は、未受診者に対し再案内を行い、受診を
促している。

第７条

4

乳幼児歯科保健指
導

健康課 乳幼児と
保護者

乳幼児のむし歯予防や、か
らだ全体の健康づくりの一環
として、歯科保健指導、フッ
化物の塗布などを行う。

継続
3歳児健康診
査時のむし
歯のない者
の割合を
90％以上に
する

むし歯のない
者の割合

①むし歯予防教室：40回、257人実施
②歯科健診診査：40回、923人実施
③歯科予防処置：70回、641人実施
3歳児健診時むし歯のない児の割合＝
88.9％

Ａ

３歳児健診時のむし歯のない児の割合が
約９割に達した。

①むし歯予防教室：40回、222人実施
②歯科健診診査：40回、858人実施
③歯科予防処置：70回、628人実施
3歳児健診時むし歯のない児の割合＝
90.0％

A

３歳児健診時のむし歯のない児の割合が９
割に達した。

第７条

健康課 健康課／継
続

健康課／参
加人数

健康課／母性科
平日4日コース：6回、受講者延人数276人
土曜2日コース：4回、受講者延人数403人

Ａ

参加者からは好評。特に土曜クラスのニー
ズが高いため、参加しやすい内容や日程
の見直しを図り、平成２５年度からは新しい
カリキュラムで実施する。

健康課／母性科
平日3日コース：4回、受講者延人数139人
土曜2日コース：6回、受講者延人数484人

A

希望者の多かった土曜コースの開催回数
を4回から6回に拡大した。
平日コースのカリキュラムを妊婦にとって
必要かつ人気の高いメニューを厳選し、4
日間から3日間に凝縮した。
会場を福祉会館から保健センターに変更
し、ゆりかごの紹介も行った。
これらのように、受講者からのアンケートを
参考に、より多くの妊婦及びパートナーに
参加していただけるように努めているた
め。

第７条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／参加人
数

子育て支援課／育児科
エンジェル教室（2日コース）：年12回、受講
者延人数495人
カルガモ教室（3日コース）：年4回、受講者
延人数150人

Ａ

受講希望者が多く、定員を超える参加を得
ており、受講者のアンケートでも高い評価
を得ている。

子育て支援課／育児科
エンジェル教室（2日コース）：年12回、受講
者延人数603人
カルガモ教室（3日コース）：年4回、受講者
延人数150人

Ａ

受講希望者が多く、定員を超える参加を得
ており、受講者のアンケートでも高い評価
を得ている。

第７、９条

子どもの権利に関する
条例の反映対　象事業名称

5

両親学級

担当課

妊娠、出産、育児などに関
し、必要な知識の普及や情
報の提供、さらに親同士の
交流や仲間づくりなど支援を
行うため、妊婦とそのパート
ナーを対象とした教室・乳幼
児と保護者を対象とした教室
を開催する。

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

妊婦と
パート
ナー、乳
幼児と保
護者

番
号

事業の内容
評価の方

法
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

6

母子保健健康相談
事業
①乳幼児保健相談
②乳幼児健康相談
③出張健康相談

健康課 乳幼児と
保護者

育児不安の解消を図るた
め、保健師等に気軽に相談
できる場を確保し、育児支援
を行う。

継続 利用者数 ①貫井南センター：年12回、利用延数289
件
　東センター：年12回、利用延数368件
②保健センター：48回実施、利用延数518
件
③婦人会館：9回実施、利用延数307件
　福祉会館：11回実施、利用延数289件

Ａ

利用者人数が増加しており、継続利用者
が増えている。

①貫井南センター：年12回、利用延数331
件
　東センター：年12回、利用延数443件
②保健センター：48回実施、利用延数874
件
③婦人会館：10回実施、利用延数351件
　福祉会館：10回実施、利用延数272件

A

気軽に育児相談出来る場として周知されて
きため、利用者人数は増加している。その
反面相談利用者の増加に伴い、対応する
職員が不足している現状があり、支援体制
の充実を図りたいため。

第７条

7

予防接種事業 健康課 子どもと
保護者

各種予防接種に関する正し
い知識の普及・啓発に努め
るとともに、感染性の病気の
発生やまん延を防ぐため、Ｂ
ＣＧ、三種混合、二種混合、
麻しん、風しん、ポリオなど
の予防接種を行う。

継続 接種率 接種人数・接種率／
三種混合：3,313人　83.9％
四種混合：705人　17.9％
二種混合：742人　82.3％
麻しん風しん
（第1期）986人　100.3％
（第Ⅱ期）741人　83.7％
（第Ⅲ期）911人　89.1％
（第Ⅳ期）786人　74.0％
日本脳炎：3,766人　102.4％
生ポリオ：615人　31.0％
不活化ポリオ：2,857人　72.3％
ＢＣＧ：968人　97.9％

Ｂ

不活化のポリオワクチンが導入されたにも
関わらず接種率が低いが、これは接種間
隔を一定期間空ける必要があるため、4回
目の接種者が少ないことによるもので、3回
目までの接種率だけで計上した場合には
90％を超えている。また、ポリオワクチンが
含まれた四種混合ワクチンも導入されたた
め、平成24年度はワクチンの供給が追い
付かず接種率は伸びなかったものの今後
は三種混合の接種率が下がり四種混合の
接種率が上がることが予想される。

接種人数・接種率／
三種混合：984人　24.1％
四種混合：3,580人　84.0％
二種混合：487人　50.5％
麻しん風しん
（第Ⅰ期）988人　97.5％
（第Ⅱ期）746人　81.9％
日本脳炎：3,037人　81.5％
不活化ポリオ：1,140人　27.5％
ＢＣＧ：878人　82.1％
ヒブ：4,332人　102.4％
小児用肺炎球菌：4,177人　98.8％
子宮頸がん：109人　21.8％

B

ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がんワクチ
ンが、４月１日から定期接種となった。しか
し、子宮頸がんワクチン接種後の副反応問
題により、子宮頸がんワクチンの積極的勧
奨が差し控えになるとともに、予防接種全
体の接種率が低下したため。
予防接種は、自己の感染を予防するだけ
ではなく、感染症の流行を防ぐためにも効
果的であることから、今後は、予防接種の
効果と副反応によるリスクについてよく理
解したうえで、接種をしてもらうことで、接種
率の向上を図る必要がある。

第７条

8

栄養個別相談・
栄養集団指導

健康課 子どもと
保護者

離乳食やアレルギー食、食
生活等の子どもの成長に関
する食の悩みについて、栄
養士との相談の場を提供す
る。また、食に興味を持ち、
つくる楽しさ、食べる楽しさを
意識してもらうため、親子で
作れる料理の紹介をする。

継続 個別相談：利
用者数

栄養個別相談利用者延数：875人
栄養集団指導参加者延数：2,668人
（健診時の個別相談・集団指導等含む）

Ａ

相談利用人数、参加者人数ともに増加して
いる。

栄養個別相談利用者延数：951人
栄養集団指導参加者延数：2,922人
（健診時の個別相談・集団指導等含む）

A

集団指導による情報提供だけではなく、健
診や個別相談等の際、アレルギーや子ど
もの小食・偏食等の食に関する相談を承る
機会を設けており、年々利用者が増加して
いるため。

第７条

9

小児医療の充実 健康課 子どもと
保護者

小児救急医療を確保し、充
実を図る。将来は休日診療
センターの設置や、平日の
準夜診療の体制確立を関係
機関と協議検討する。

継続 小金井市民の武蔵野赤十字病院小児科
受診患者延数1,274人

Ａ

３６５日２４時間の小児救急体制を確保に
寄与し、市民へ安定した医療を提供するこ
とができた。
小児科救急外来の協力関係の継続は、市
民の安全を守る上で重要であるため、引続
き現在の水準を維持していく。

小金井市民の武蔵野赤十字病院小児科
受信患者延数１,２４４人

A

３６５日２４時間の小児救急体制を確保に
寄与し、市民へ安定した医療を提供するこ
とができた。
小児科救急外来の協力関係の継続は、市
民の安全を守る上で重要であるため、引続
き現在の水準を維持していく。

第７条

10

子育て中の保護者
グループ相談

子育て支
援課

子どもと
保護者

育児に強い不安や困難を感
じている保護者を対象に、子
育てや自分についての思い
を話したり、必要な情報や支
援を見つける場を関係機関
と連携し、提供する。また、
育児に関する日ごろの悩み
相談や市内情報の交換を必
要とする保護者の継続支援
を行う。

推進 開催回数
参加人数

育児不安親支援事業ひだまり：年12回、参
加者63名
お母さんグループ：年12回、参加者62名

Ａ

育児に悩みを持つ母親が、継続的なグ
ループ活動を行うことに意義があるため、
今後も見守りを支援を行う。

育児不安親支援事業ひだまり：年12回、参
加者67名
お母さんグループ：年20回、参加者129名

Ａ

育児に悩みを持つ親を対象に、継続的に
グループワークを行うことで、心の安定を
図り、育児不安を取り除く効果があり、今後
も引続きも守り支援を行う。

第７条

11

育児に困難を持つ
家庭への支援

健康課 子どもと
保護者

未熟児、多胎児、病気を持
つ子どもと保護者が、よりよ
い情報や手段が得られること
で、育児の困難さを軽減でき
るように、家庭訪問などの継
続的な個別相談や、親子同
士が交流できる場を提供す
る。

継続 未熟児（病児を含む）、多胎児に対する新
生児訪問実数17件
個別継続支援実施延べ数143件
多胎児の自主グループに対する支援「まな
びあい講座」年2回（42名）

Ｂ

養育医療の申請から、保健師が保護者と
関わることが出来た。個別支援検討会議
で、多問題のケースの把握はできたが、全
ての支援までは行き届かない。平成２５年
度からは養育医療の申請・認定を健康課
で行うことになったため、従来は養育医療
の申請をせずに直接乳幼児等医療費助成
の申請をしていたケースも受付けることと
なったため、一層の支援と連携を図る。

未熟児（病児を含む）、多胎児に対する新
生児訪問実数29件
個別継続支援実施延べ数136件
多胎児の自主グループに対する支援「まな
びあい講座」年1回（31名）

B

養育医療の申請・認定を市が行うことに
なったため、乳幼児医療費助成との手続き
を簡略化し、食事代相当を公費負担とする
など市民サービスの向上を図った。
また、昨年度に引き続き、個別支援検討会
議でケースの把握を行い関係機関との連
携を図っているものの、全ての支援までは
行き届かないため、今後も充実を図る必要
がある。「まなびあい講座」の回数が減った
のは、自主グループからの要請がなかった
ため。

第７条

番
号

事業名称 担当課 対　象
平成２５年度進捗状況目標値・実施内

容（平成22～26
年度）

平成２４年度現況
評価の方

法
事業の内容

子どもの権利に関する
条例の反映
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　③　子育ちや子育てに関する相談、情報提供、学習機会を充実させ、支援を強めます

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

子育て情報の提供 子育て支
援課

保護者 市報やホームページを活用
した子育て情報の提供を行
う。

継続 掲載回数 子育て支援情報として、ホームページに各
種手当、医療費助成、一時保育、子ども
ショートステイ、育児支援ヘルパー、子ども
家庭支援センターで行う育児講座・教室な
どを随時掲載。また、市報へも適宜掲載 Ｂ

ホームページや市報に各種手当、医療費
助成、一時保育、子どもショートステイ、育
児支援ヘルパー、子ども家庭支援センター
で行う育児講座・教室などを随時掲載し、
子育て支援情報として提供をしている。制
度改正時には、その他個別の通知や掲示
板を利用した広報等を行っている。情報内
容にあった広報手段を今後も工夫していく
必要がある。

市報掲載112件
子育て支援情報として、ホームページに各
種手当、医療費助成、一時保育、子ども
ショートステイ、育児支援ヘルパー、子ども
家庭支援センターで行う育児講座・教室な
どを随時掲載。また、市報へも適宜掲載し
た。

Ｂ

ホームページや市報に各種手当、医療費
助成、一時保育、子どもショートステイ、育
児支援ヘルパー、子ども家庭支援センター
で行う育児講座・教室などを随時掲載し、
子育て支援情報として提供をしている。制
度改正時には、その他個別の通知や掲示
板を利用した広報等を行っている。情報内
容にあった広報手段を今後も工夫していく
必要がある。

第７、８、９、１０、
１１条

2

子育て情報誌の発
行

子育て支
援課

保護者 子育てサークルや保育所、
幼稚園などの施設情報、子
育て支援の情報などを掲載
した冊子を発行する。

継続。在庫
の状況を見
極め、増刷、
改訂の作業
を行う。

情報誌の配
布状況
利用者の声

平成20年12月にのびのびこがねいっ子改
訂版を10,000部作成、平成25年1月には掲
載情報を更新した上で4,000部増刷、引き
続き母子バックへ封入するとともに、子ども
家庭支援センター等で配布

Ｂ

今後、子育て支援制度が大きく変化してい
く中で、全面改訂版の作成が課題である。

平成20年12月にのびのびこがねいっ子改
訂版を10,000部作成、平成25年1月には掲
載情報を更新した上で4,000部増刷、引き
続き母子バックへ封入するとともに、子ども
家庭支援センター等で配布

Ｂ

子ども・子育て支援新制度の開始により、
全面改訂をしていく必要がある。当面は一
部修正増刷で対応し、制度が軌道に乗っ
た時点で、全面改訂を図っていく。

第７、８、９、１０、
１１条

保育課 保育課／継
続

保育課／相
談件数

保育課／相談件数373件（公立）
園庭開放は週1、2回程度実施

Ｂ

相談及び園庭開放を実施している。 保育課／相談件数485件（公立）
園庭開放は週1、2回程度実施

Ｂ

相談及び園庭開放を実施している。 第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／実施回
数

子育てひろば実施回数713回20,217人
ボランティアの協力を得て、簡易な相談等
を受けている。
東児童館では月３回専門相談員による相
談事業（思春期、子育て、発達相談）を実
施 Ａ

事業内容等については、適宜検討・改善を
継続

児童館の子育てひろば実施回数719回
（23,105人参加）
学童保育所を利用した子育てひろば事業
（学童ひろば）実施回数106回（1,998人参
加）
ボランティアの協力を得て、簡易な相談等
を受けている。
東児童館では、月２回専門相談員による相
談事業（思春期、子育て相談）を実施

A

①現状では、学童保育所を利用した子育
てひろば事業は、全学童保育所では実施
していないが、学童保育業務の総合的な
見直しの結果、平成２７年度から６箇所で
週３回実施に拡充を予定。②東児童館で
毎月１回土曜日に父親参加を促進する事
業を実施。なお、平成２６年度は、他の児
童館においても同様の事業を開始するな
ど充実を図っている。

第９条

4

子育て総合相談 子育て支
援課

子どもと
保護者

子ども家庭支援センターを
窓口とした、子どもや子育て
に関する総合相談、情報提
供。特別支援教育と連携し、
発達障害支援や子育て支援
ネットワークづくりに繋げる。

継続・検討 相談件数 相談件数2,662件
平成22年度作成の子育てＳＯＳカードを引
き続き配布

Ａ

市報、ＨＰ、子育てＳＯＳカードの配布等に
より、総合相談窓口としての子ども家庭支
援センターのは向上している。今後は増加
傾向にある相談件数に対応する体制の見
直しを行う。

相談件数2,923件
平成22年度作成の子育てＳＯＳカードを引
続き配布した。

Ａ

市報、ＨＰ、子育てＳＯＳカードの配布等に
より、総合相談窓口としての子ども家庭支
援センターの認知度は向上している。児童
虐待に対する社会的認知度の向上により、
相談の内容も養護相談が増加、子ども家
庭支援センターの職員体制を見直し、相
談、ケースワーク対応職員を2名増員した。

第７、８、９、１０、
１１条

5

民生委員・児童委員
の活動

地域福祉
課

子どもと
保護者、
妊婦など

子どもや妊産婦、ひとり親家
庭などの総合相談、利用で
きる制度や施設、サービスの
紹介。判断、治療､処遇を必
要とする問題については、
関係機関との連携を図りな
がら速やかな対応を行う。

継続 活動件数 民生委員・児童委員及び主任児童委員計
71名が地域で活動し、地域の方の相談に
乗っている。
子ども関係相談件数： 419件

Ａ

母子手帳を配付する時に民生委員・児童
委員の連絡先を書いた書類を入れる等の
周知活動、また本人や近隣の方からの連
絡があった時の関係機関への連携等の活
動を行っている。

民生委員・児童委員及び主任児童委員計
67名が地域で活動し、地域の方の相談に
乗っている。
子ども関係相談件数： 650件

Ａ

母子手帳を配付する時に民生委員・児童
委員の連絡先を書いた書類を入れる等の
周知活動、また本人や近隣の方からの連
絡があった時の関係機関への連携等の活
動を行っている。

第９条

保育課 保育課／未
定

保育課／未実施

Ｃ

随時ボランティアを受け入れているが、今
後、小金井市ボランティアセンターとも連携
することにより、ボランティアの養成につい
ても検討していく。

保育課／未実施

Ｃ

随時ボランティアを受け入れているが、今
後、小金井市ボランティアセンターとも連携
することにより、ボランティアの養成につい
ても検討していく。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

子育てひろば事業等、児童館事業ではボ
ランティアの協力を得ている。

Ｂ

施設管理ボランティア養成については、検
討を要する。

子育てひろば事業等、児童館事業ではボ
ランティアの協力を得ている。

B

施設管理ボランティア養成については、検
討を要する。

第９条

7

ファミリー・サポート・
センター事業

子育て支
援課

市民 育児援助ができる協力会員
と、育児支援を受けたい依
頼会員を登録し、地域の中
で相互に助け合いを行う。

継続 会員数
活動件数

会員数1,275人
活動件数2,951件

Ａ

会員数は順調に増加しており、特に協力会
員（育児援助が出来る会員）確保が課題で
ある中、前年度より24人増加と順調に推移
している。保護者の就労形態の多様化によ
り、本事業に対する要望も多様化してお
り、協力会員の確保を継続して行い、依頼
会員（育児支援を受けたい会員）のニーズ
に対応できる体制を整えて行く。

協力会員181人（前年対比＋15人）
依頼会員1,179人（同＋114人）
両方会員42人（同－2人）
活動件数3,297件

Ａ

会員数は概ね順調に増加した。活動内容
は保育園・幼稚園の送迎及びその後の預
かり、学校の放課後・学童の帰宅後の預か
りが増加している。就労形態の多様化によ
る保育ニーズが高まりにより全体の活動件
数も増加している。引続き、協力会員の確
保に努めていく。

第７条

番
号

事業名称

施設ボランティアの
養成

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２４年度現況
事業の内容対　象

子どもと
保護者

保育所での電話相談や園庭
開放、園行事への参加な
ど。また、児童館を利用し、
ボランティアによる保育サ
ポートや、子育て相談員を配
置した子育てひろば事業を
行う。

平成２５年度進捗状況
子どもの権利に関する

条例の反映

保育所や学童保育所、児童
館などで、遊びや施設管理
を行う市民ボランティアを養
成する。

担当課

6

子育てひろば事業

3

評価の方
法

市民
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

健康課 健康課／継
続

健康課／保健所の思春期相談（月1回）
を、市民にとって近い場所で実施するため
保健センターを利用 Ａ

保健センターで実施することで、市民にとっ
て身近な場所で無料相談できるメリットが
ある。

健康課／保健所の思春期相談（月1回）
を、市民にとって近い場所で実施するため
保健センターを利用
多摩府中保健所圏域相談件数　85件

Ａ

保健センターで実施することで、市民にとっ
て身近な場所で無料相談できるメリットが
ある。

第７条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援課／子ども家庭支援センター
の子育て相談で子どもからの相談を受付

Ｂ

子どもから単独で相談を受けることは無い
ものの、家族からの相談の中で、子どもか
ら直接相談を受けている。
子どもに対する子ども家庭支援センターの
広報は十分とは言えないため、今後の検
討課題である。

子育て支援課／子ども家庭支援センター
の子育て相談で子どもからの相談を受付

Ｂ

子どもから単独で相談を受けることは無い
ものの、家族からの相談の中で、子どもか
ら直話しを聞き相談を受けている。子ども
に対する子ども家庭支援センターの広報は
関係機関との連携も考慮しながら、研究し
ていく。

第７、８、９、１０、
１１条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

思春期相談件数12回18件

Ａ

専門相談員による思春期相談を実施。
新たに市内中学校へ案内を配布する等、
相談件数の増減にかかわらず、事業の広
報・周知等、利用しやすい窓口として検討・
改善を継続

東児童館で専門相談員による思春期相談
を実施
思春期相談件数25件/12回 B

事業の広報・周知等、利用しやすい窓口と
して検討・改善しているが、件数は少ない。

第７、８、９、１０、
１１、１６条

指導室 指導室／継
続

指導室／各中学校にスクールカウンセラー
を配置。　相談件数　1,078件
教育相談所での相談受付相談件数合計
296件 Ａ

・各中学校に週２日スクールカウンセラー
が配置できた。
・学校やスクールソーシャルワーカーとの
関係を深め、スクールカウンセラーとの支
援連携が高まった。

・小中学校にスクールカウンセラーを配置
し、7、574件の相談に対応した。
・教育相談所で279件の相談に対応した。
・小中学校スクールソーシャルワーカーを
配置し、850件の相談に対応した。

Ａ

・小中学校にｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙ
ﾜｶｰを配置し、学校の教育相談機能を充実
させた。また、教員、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙ
ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰが連携しながら、状況に応じ
て関係機関も含めた支援に取り組んだ。

第１１条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／利用人
数

子育て支援課／子ども家庭支援センター
ゆりかごひろば事業利用人数23,614人
お楽しみ時間、ゆりかごカフェ等実施 Ａ

数年間は利用者が一定数を保っている。
運営協議会では、ひろばのＰＲについての
意見が出されており、利用者の視点に立っ
た改善を随時行っている。

子育て支援課／子ども家庭支援センター
ゆりかごひろば事業利用人数25,201人
お楽しみ時間、ゆりかごカフェ等実施 Ａ

事業実績は、過去2年間と比較し1,500人程
度増加、場所が分かりづらい等の意見が
あり、手書きの立て看板を設置する等、新
たな周知の試みを実施した。

第７、９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／実施回
数・参加者数

児童館における子育てひろば事業実施回
数713回、参加者数20,217人
幼児グループ実施回数344回、参加者数
12,831人
その他　223回　4,599人
合計　1,280回　37,647人

Ａ

事業内容等については、必要に応じて随
時、検討・改善を継続

子育てひろば実施回数719回（23,105人参
加）
幼児グループ実施回数308回（12,484人参
加）
学童ひろば　106回（1,998人参加）
その他　98回（3,200人参加）
合計　1,231回（40,787人）

A

事業内容等については、随時、検討の上
改善している。

第９条

10

ショートステイ・トワイ
ライトステイ事業

子育て支
援課

2歳～小
学校以下
の子ども

保護者の病気などで子ども
の保育が困難な場合、児童
福祉施設に事業委託をし、
ショートステイ（短期宿泊保
育）やトワイライトステイ（夜10
時までの夜間保育）を行う。

ショートステ
イ／継続

トワイライトス
テイ／検討

利用人数 ショートステイ
利用者延べ32人　延べ宿泊数121泊

トワイライトステイ未実施、検討継続

Ｃ

トワイライトステイについては、委託可能な
児童福祉施設が近隣に見つからないた
め、実施施設も含めて検討を継続して行
う。
ショートステイは、利用希望者の他、ケース
ワークから必要な場合に利用を勧めてお
り、有効的な支援事業となっている。

ショートステイ
利用者延べ31人　延べ宿泊数69泊

トワイライトステイ未実施、検討継続

Ｃ

ショートステイは、保護者の所要等の短期
利用の増加により宿泊数が減少した。ケー
スワークにおける本事業の重要性は変わ
らないものであり、今後も引続き同程度の
事業規模は確保していく。
トワイライトステイ事業は、引続き受入施設
を幅広く捉え検討する他、保護者のニーズ
等を見極め事業規模・提供内容の検討もし
ていく。

第７条

11

育児支援ヘルパー 子育て支
援課

産後間も
ない、家
事・育児
の支援が
必要な家
庭

出産又は退院後2か月以内
で家事や育児などの支援が
必要な家庭に、１日４時間以
内、15日間まで育児支援ヘ
ルパー（ＮＰＯに事業を委
託）を派遣する。

拡大 利用者数 育児支援ヘルパー利用（派遣）人数　28人

Ｂ

平成24年度より育児支援ヘルパー派遣事
業（産後支援）と養育支援訪問事業を明確
に分離し、事業運営体制の再構築を行っ
た。平成22年度の産後支援を理由とした育
児支援ヘルパー利用人数は24人、23年度
は42人と年度毎の利用者数に波があり、
PRなど改善をしていく必要がある。

育児支援ヘルパー利用（派遣）人数　34人

Ｂ

年度毎の利用者数に波があるものの、前
年度と比較し利用者数は増加した。市報、
ＨＰ、母子バッグへのリーフレット封入等の
広報を継続するとともに、個別の相談時の
利用勧奨等、知らずに利用出来ないことが
無いよう、引続き周知を行う。

第７条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／利用人
数

子育て支援課／0歳の集まり：参加者178
人、1歳児の親のグループワーク：参加者
215人、助産師ミニ講座：年3回　参加者41
人、父親講座：年3回　参加者31人、フォ
ローアップ講座：年1回　19人受講

Ａ

多岐に渡る子育て関係講座を実施し、特に
ニーズの多い１歳前後の講座は充実して
いる。

子育て支援課／0歳の集まり：参加者188
人、1歳児の親のグループワーク：参加者
152人、助産師ミニ講座：年3回　参加者45
人、父親講座：年2回　参加者27人、フォ
ローアップ講座：年1回　13人受講

Ａ

多岐に渡る子育て関係講座を実施し、特に
ニーズの多い１歳前後の講座は充実して
いる。

第７、９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／利用人
数

児童青少年課／乳幼児活動（子育てひろ
ば事業）において実施　89回　2,613人

Ａ

子育てひろば事業の中で、利用者のニー
ズに合わせて内容を検討、実施している
が、常に改善していく必要がある。

乳幼児活動（子育てひろば事業）において
実施
乳幼児講座・おはなし会・子育て相談会等
98回（3,200人参加）

A

子育てひろば事業の中で、利用者のニー
ズに合わせて内容を検討の上実施してい
るが、常に改善していく必要がある。

第９条

相談件数

子育ての仲間づくり
事業

思春期の子どもからの相談
に応じ、関係機関と連携を
取りながら支援へつなげて
いく。

孤立化を防ぎ、仲間づくりを
促進するため、広場におい
て親子のふれあい、親同
士、子ども同士の交流の促
進するプログラムを行う。

9

妊娠、出産、育児などに関
する知識の普及や情報提
供、親同士の交流や仲間づ
くりなどを行う。

12

就学前の
子どもと
保護者

評価の方
法

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
子どもの権利に関する

条例の反映
番
号

事業名称 担当課 対　象

子育て講座の開催

8

思春期相談

事業の内容
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

子ども

子どもと
保護者、
妊婦と
パート
ナー
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

13

思春期子育て講座 生涯学習
課

保護者 思春期の子どもを持つ保護
者等が、家庭や地域におい
て子どもに適切な支援、助
言が行われるよう学習機会
の提供を行う。

継続 参加人数 市立小中学校13校で1回ずつ合計13回実
施、507人参加

Ａ

思春期の子を持つ親が共通の課題をテー
マに家庭や地域において子ども達に適切
な指導、教育が行われるように学習機会の
提供をする事業であり、参加者数は横ばい
傾向ではあるが、アンケート等でも好評で
あり、ほぼ事業目標を達成していることか
らＡ評価とした。

市立小中学校14校で1回ずつ合計14回実
施、558人参加

Ａ

思春期の子を持つ親が共通の課題をテー
マに家庭や地域において子ども達に適切
な指導、教育が行われるように学習機会の
提供をする事業であり、参加者数は横ばい
傾向ではあるが、アンケート等でも好評で
あり、ほぼ事業目標を達成していることか
らＡ評価とした。

第９条

14

家庭教育学級 生涯学習
課

保護者・
児童生
徒・近隣
住民

家庭と学校・地域が密接な
連携を保ちつつ、児童・生徒
のより良い教育環境づくりと
人間性豊かな子どもの育成
を図るために、保護者と子ど
もがともに学習するための場
を設け、家庭内教育の充
実、向上を目指す。

継続 参加人数 市立各小中学校全14校で1回ずつ合計14
回実施、2,828人参加

Ａ

家庭と学校・地域が密接な連携を保ちつ
つ、児童生徒のより良い教育環境づくりと
人間性豊かな子ども達の育成を図るため
に、保護者と子どもが共に学習するための
場を設け、家庭内教育が向上することを目
的とする事業であり、参加者数は横ばい傾
向ではあるが、参加者からも好評であり、
ほぼ事業目標を達成していることからＡ評
価とした。

市立各小中学校全14校で1回ずつ合計14
回実施、2,770人参加

Ａ

家庭と学校・地域が密接な連携を保ちつ
つ、児童生徒のより良い教育環境づくりと
人間性豊かな子ども達の育成を図るため
に、保護者と子どもが共に学習するための
場を設け、家庭内教育が向上することを目
的とする事業であり、参加者数は横ばい傾
向ではあるが、参加者からも好評であり、
ほぼ事業目標を達成していることからＡ評
価とした。

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
対　象 事業の内容

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業名称 担当課

評価の方
法
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　④　保育サービスを拡充します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

認可保育所での保
育事業

保育課 0歳～就
学前の子
ども

保育を必要とする就学前の
子どもの保育。定員枠や保
育形態の見直しを検討す
る。また、保育環境の充実に
努める。

推進 利用者数等 認可保育所1園の定員を17名増員した。

Ｂ

市内保育所において、平成１３年度より、
弾力運用で定員を超えて保育の実施し、
平成24年度については17名増員している。

認可保育所１園の定員を17名増員した。

Ｂ

市内保育所において、平成１３年度より、
弾力運用で定員を超えて保育の実施し、
平成25年度については17名増員している。

第９条

2

夜間保育、休日保
育、長時間延長保育

保育課 1歳～就
学前の子
ども

ファミリーサポート事業や、
NPOとの連携を図りながら、
延長保育の再延長や夜間
保育、日曜日や祝日などの
休日の保育事業を検討。

未定（休日保
育、長時間
保育は平成
24年度まで
に検討）

利用者数 未実施

Ｄ

延長保育の再延長や夜間保育、日曜日や
祝日などの休日の保育事業に係るニーズ
を確認し、今後検討していく。

未実施

Ｄ

延長保育の再延長や夜間保育、日曜日や
祝日などの休日の保育事業に係るニーズ
を確認し、今後検討していく。

第７条

3

病児・病後児保育 保育課 1歳～就
学前の子
ども

児童が病中又は病気回復期
にあり、集団保育が困難な
場合、保育所・医療機関など
で保育を行う。

体調不良児
対応型及び
病児・病後児
対応型の検
討

施設数 民間保育所1園で体調不良児対応型（旧自
園型）を継続的に実施している。また、平成
２４年度に病後児保育施設を１施設を新規
に開設した。 Ｂ

民間保育所1園で体調不良児対応型（旧自
園型）を実施している。また、平成２４年度
に病後児保育施設を１施設を新規に開設
した。

民間保育所１園で体調不良児対応型、
認可外保育所１園で病後児保育を実施し
ている。

Ｂ

民間保育所１園で体調不良児対応型、
認可外保育所１園で病後児保育を実施し
ている。

第７条

4

認可保育所での障
害児保育

保育課 障害のあ
る子ども

公立保育所および民間保育
所の全園で受け入れ可能な
障害児の保育を行う。

拡充を検討 利用者数 公立全園実施、民間6園実施

Ｂ

公立保育園では全園で実施、民間保育園
では6園実施している。

公立保育園21人
民間保育園15人

Ｂ

公立保育園では全園で実施、民間保育園
では6園実施している。

第８条

5

保育所、幼稚園での
障害児巡回指導

保育課 障害のあ
る子ども

認可保育所で、医師や機能
訓練、言語訓練の専門家に
よる巡回相談や指導。幼稚
園、民間保育所においても
検討する。

拡充 言語聴覚士・作業療法士・臨床心理士が
保育所を巡回

Ｂ

２ヵ月に１回、言語聴覚士・作業療法士・臨
床心理士が保育所を巡回している。

言語聴覚士・作業療法士・臨床心理士が
保育所を巡回

Ｂ

２ヵ月に１回、言語聴覚士・作業療法士・臨
床心理士が保育所を巡回している。

第８条

6

認証保育所、保育
室、家庭福祉員(保
育ママ)、認定子ども
園

保育課 0歳～就
学前の子
ども（施
設により
異なる）

認証保育所や保育室等によ
る保育サービスの充実に努
める。また、家庭福祉員の人
材確保、複数保育（グルー
プ保育）を検討する。

拡充 利用者数 認証保育所7施設
保育室2施設
家庭福祉員9名

Ｂ

市内に認証保育所7施設、保育室2施設が
開設しており、、さらに家庭福祉員9名が認
定され、事業を実施している。

認証保育所8施設（3,440人）
保育室2施設（320人）
家庭福祉員9名（311人）

Ｂ

市内に認証保育所8施設、保育室2施設が
開設しており、、さらに家庭福祉員9名が認
定され、事業を実施している。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

担当課
評価の方

法

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
対　象 事業の内容

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業名称
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

7

幼稚園の預かり（延
長）保育

学務課 園児 私立幼稚園の預かり（延長）
保育を促進する。

継続 実施園数 実施園４園

Ｂ

教育時間終了後の預かり時間延長及び長
期休暇中の預かり時間の延長や預かり日
数の充実等、対応しているところであるが、
引き時間延長等を検討していく。

実施園４園

B

教育時間終了後の預かり時間延長及び長
期休暇中の預かり時間の延長や預かり日
数の充実等、対応しているところであるが、
引き時間延長等を検討していく。

第９条

8

認可保育所での特
定保育及び緊急・一
時預かり

保育課 0歳～就
学前の子
ども

保護者の入院や育児疲れ、
短期間・短時間の就労など
で子どもの保育を必要とした
場合、認可保育所で特定保
育及び一時預かりを行う。定
員の拡充、実施園の拡充、
保育時間の延長を検討す
る。

拡充を検討 受入人数 利用者数
非定型保育1,120件
定期利用7,724件
緊急1,231件
私的4,067件
合計14,142件

Ｂ

非定型一時預かり保育1,120件、定期利用
保育7,724件、緊急一時預かり保育1,231
件、私的理由一時預かり保育4,067件の合
計14,142件の一時保育の実施をしている。

利用者数
非定型保育862件
定期利用8,525件
緊急1,517件
私的4,296件
合計15,200件

Ｂ

非定型一時預かり保育862件、定期利用保
育8,525件、緊急一時預かり保育1,517件、
私的理由一時預かり保育4,296件の合計
15,200件の一時保育の実施をしている。

第７条

9

待機児童解消方針
の策定

保育課 待機児童 計画的に待機児童の解消を
図るため、保育施設（公立及
び民間認可保育所・認証保
育所・保育室・認定子ども
園・家庭福祉員）の整備、保
育環境格差の解消などの具
体的方針（年度版）を策定す
る。

実施 待機児童数 平成24年度においては、単年度の保育方
針は策定している。平成25年度以降に今
後の方針の策定を検討している。

Ｂ

平成24年度においては、単年度の保育方
針は策定した。

平成25年度待機児童数188人

Ｂ

平成25年度においては、単年度の保育方
針は策定した。

第７条

10

保育室の認証保育
所への移行支援

保育課 認可保育
所

既存の保育室の認証保育所
への移行を促進する。

推進 移行の保育
室数

実績なし。

Ｄ

情報提供等を行っているが、移行要望がな
い。

実績なし。

Ｄ

情報提供等を行っているが、移行要望がな
い。

第９条

11

保育サービスの質の
向上

保育課 認可保育
所

第三者評価を受けることによ
り、保育の質の向上を図る

公立保育所
の実施

利用者による
満足度

平成24年度は公立保育所2園、民間保育
所　2園実施した。

Ｂ

平成24年度は公立保育所2園、民間保育
所2園実施している。

平成25年度は公立保育所1園、民間保育
所4園実施した。

Ｂ

平成25年度は公立保育所1園、民間保育
所4園実施した。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

事業の内容対　象
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２５年度進捗状況
評価の方

法

平成２４年度現況
事業名称 担当課
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　⑤　学童保育を充実します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

学童保育事業 児童青少
年課

小学校低
学年の子
ども

放課後保育を必要とする小
学校低学年児童（1年～3
年）に対する健全育成を図
る。

学年延長、
時間延長を
検討

受付期間内の希望者については、施設の
定員を超えて措置。平成24年4月1日、695
人在籍。
平成23年度に引き続き、学校休業日並び
に土曜日は8時30分から開所。

Ｂ

学年延長、時間延長について、引き続き学
童保育所運営協議会でも課題解決の検討
をする。

受付期間内の希望者については、施設の
定員を超えて措置。平成25年4月1日、726
人在籍。
平成24年度に引き続き、学校休業日並び
に土曜日は8時30分から開所。

B

時間延長については、学童保育業務の総
合的な見直しの結果、平成27年度から午
後7時まで（学校休業日は午前8時から午
後7時まで）実施予定。

第７、８、９、１０、
１１、１３条

2

学童障害児保育の
充実

児童青少
年課

障害のあ
る子ども

学童保育所において、受け
入れ可能な障害児の受け入
れ充実を検討する。また、臨
床心理士や言語聴覚士等
の専門家による巡回相談や
指導を行う。

継続 施設数 平成24年度は12ｹ所で21人受け入れ。
入所希望に対応するため、弾力的な運用
をして定員を超えた入所をしている所もあ
る。
年3回（学期に1回）相談員が巡回し、相談
事業を実施。 Ｂ

定員を超えた入所希望に対しても弾力的
な運用をしているが、引き続き学童保育所
運営協議会でも課題解決の検討をする。

平成25年度は10ｹ所で21人受け入れ。
入所希望に対応するため、弾力的な運用
をして定員を超えた入所をしている所もあ
る。
年3回（学期に1回）相談員が巡回し、相談
事業を実施。 B

全所において入所可能であり、現状でも定
員を超えた入所希望に対しても弾力的な
運用をしている。
学童保育業務の総合的な見直しの結果、
平成27年度から障がいのある児童の定員
を撤廃予定。また、巡回相談は平成27年
度から児童発達支援センター「きらり」によ
る巡回相談に変更予定。

第７、８、９、１０、
１１、１３条

3

学童保育所の整備 児童青少
年課

小学校低
学年の子
ども

大規模化した学童保育所に
ついて、分割をすることで解
消を図る。また、老朽化が著
しい施設について、建替え
や改修により、環境の整備を
行う。

充実 分割、改修
状況

平成24年度はあかね学童保育所を平成25
年度建て替えのため、設計した。

Ｂ

順次分割化や建替を実施してきたが、全学
童保育所の環境整備が完了していないた
め。

平成25年度はあかね学童保育所の建替工
事を実施し、40人定員の3所として定員拡
充も図った。

Ａ

順次分割化や建替を実施しており、現在の
定員は790人である。

第７、８、９、１０、
１１、１３条

子どもの権利に関する
条例の反映担当課 事業の内容対　象事業名称

番
号

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２５年度進捗状況
評価の方

法

平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

　⑥　子育てしやすい職場環境を目指して、情報提供と支援に取り組みます

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

雇用・再就職にかか
わる支援事業の広報

経済課 市民 子育てをしながら早期の就
職を希望する方に、関係機
関の作成するパンフレットな
どの配布に務める。また、「こ
がねい仕事ネット」を通じ市
内の求人と就労に関する情
報提供をする。

継続 窓口でのチラシ掲出による周知
「こがねい仕事ネット」による情報提供

Ａ

子育てなどで仕事をやめた男女の再就職
を支援するための各種技術技能講習会や
セミナー等の案内を行い、各種労働情報等
関係機関の作成するパンフレットなどの配
布に務めることができた。
また、「こがねい仕事ネット」を通じ市民を
対象とする求人と就労に関する情報の提
供をすることができた。

窓口でのチラシ掲出による周知
「こがねい仕事ネット」による情報提供

Ａ

子育てなどで仕事をやめた男女の再就職
を支援するための各種技術技能講習会や
セミナー等の案内を行い、各種労働情報等
関係機関の作成するパンフレットなどの配
布に務めることができた。
また、「こがねい仕事ネット」を通じ市民を
対象とする求人と就労に関する情報の提
供をすることができた。

第７条

2

再就職の支援 経済課 市民 子育てなどで仕事をやめた
男女の再就職支援をするた
めの各種技術技能講習会、
心の相談、就労相談など専
門カウンセラーのいる関係機
関の紹介、セミナーの案内
等を行い、年2回都との共催
により労働講座を開催し、各
種労働情報等関係機関の
作成するパンフレットなどの
配布に務める。また「こがね
い仕事ネット」を通じ市内の
求人と就労に関する情報の
提供をする。

継続 実施回数 『パート、派遣、契約社員のための労働セミ
ナー』と題して「税・労働保険に関する講
座」及び「雇用トラブルの回避に関する講
座」を各１回開催。
「こがねい仕事ネット」で求人情報及びセミ
ナー等情報の提供を行った。

Ｂ

セミナーの対象を広く設定しているため、再
就職に限定したセミナーのみの開催が困
難。
予定どおり年間２回実施したが、各回とも
に参加者が少ないことが課題。

「ブラックな働き方をしないために！～会社
選びのコツや労働基準法を学びます～」及
び「”労働者の使い捨て”が疑われる企業
の問題事例と対応ポイント」を各１回開催。
「こがねい仕事ネット」で求人情報及びセミ
ナー等情報の提供を行った。

Ｂ

再就職に限定したセミナー開催ではなかっ
たが、予定どおり年間２回実施した。参加
者について、各回３０人の定員に対し、１回
目は８名、２回目は１１名と各回ともに少な
いことが課題。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業名称 対　象担当課 事業の内容

平成２５年度進捗状況
評価の方

法

平成２４年度現況
番
号
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
（４）　子育ち、子育てに困難を抱える家庭を支援します
　①　ひとり親家庭を支援します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

ひとり親家庭への
ホームヘルプサービ
ス派遣

子育て支
援課

ひとり親
家庭

義務教育修了前の子どもが
いるひとり親家庭で、家事ま
たは育児などの日常生活に
支障がある場合、ホームヘ
ルパーを派遣する。

生活の改善
子育ち支援

利用世帯数 6世帯（うち父子世帯1世帯）

Ｂ

就労支援相談等と併せてを行う等、通常の
広報以外にも周知を行っているが、利用世
帯数が減少している。今後も知らずに利用
出来ない世帯が無いよう、周知を行ってい
く。

5世帯（うち父子世帯0世帯）

Ｂ

就労支援相談等と併せてを行う等、通常の
広報以外にも周知を行っているが、利用世
帯数が減少している。今後も知らずに利用
出来ない世帯が無いよう、周知を行ってい
く。

第７条

2

母子福祉資金の貸
付

子育て支
援課

母子家庭 都内に6カ月以上住んでい
て、20歳未満の子を扶養し
ている母子家庭の母に対
し、各種資金の貸付けを行
う。

生活の改善
子育ち支援

貸付件数 貸付件数17件

Ａ

本制度は子の修学資金の貸付が多く利用
されるため、子の進学決定時期を見計らい
市報への掲載を行う等の広報・周知を行っ
ている。また、貸付後の返済負担が発生す
ることから、就労支援を行う等継続的な支
援を実施している。

貸付件数16件

Ａ

本制度は子の修学資金の貸付が多く利用
されるため、子の進学決定時期を見計らい
市報への掲載を行う等の広報・周知を行っ
ている。また、貸付後の返済負担が発生す
ることから、就労支援を行う等継続的な支
援を実施している。

第７条

3

母子家庭相談事業 子育て支
援課

母子家庭
など（一
部は父子
家庭）

経済上や生活一般に関する
相談や自立に必要な指導、
母子福祉資金などの受付け
を、母子自立支援員が行う。

母子家庭の
自立
生活の改善

相談件数 4,395件（父子17件）

Ａ

関係機関との連携が進んだことにより、相
談内容に応じた適切な相談先を紹介する
等の対応が出来ている等、一人当りの相
談回数が減少し、全体の相談件数も減少
している。今後も、相談員の研修参加等の
質の維持、向上を図る。

5,099件（父子11件）

Ａ

関係機関への周知、連携が進んだことによ
り、紹介等による相談が増加した。相談内
容に応じた適切な機関連携、相談員の研
修の参加等、質の維持、向上を図る。

第７条

4

母子生活支援施設
への入所支援

子育て支
援課

母子家庭 児童（18歳未満）の養育が十
分にできない母子家庭に対
し、経済的事情にかかわら
ず、母子生活支援施設への
入所支援を行う。

生活の改善
子育ち支援

入所世帯数 入所世帯数63世帯

Ａ

母子の自立の促進のため、入所前後の面
談と専門的指導を状況に応じて実施し適切
に対応している。

入所世帯数延べ42世帯

Ａ

母子の自立の促進のため、入所前後の面
談と専門的指導を状況に応じて実施し適切
に対応している。

第７条

5

母子緊急一時保護 子育て支
援課

母子家庭 緊急に保護を要する母子を
東京都と連携し一時的に母
子緊急一時保護事業施設
へ入所させ、必要な保護と
相談、指導などを行う。

生活の改善
子育ち支援

世帯数 世帯数4世帯

Ａ

状況に応じて適切に対応しており、母子の
生活の安定を図っている。

世帯数9世帯

Ａ

状況に応じて適切に対応しており、母子の
生活の安定を図っている。

第７条

6

母子家庭自立支援
教育訓練給付事業

子育て支
援課

母子家庭 母子家庭の母が就労に就く
際に必要な教育訓練を受講
した場合に、その経費の一
部を支給する。

母子家庭の
自立
生活の改善

支給件数 支給実績無し

Ｂ

市報やＨＰへの掲載他、児童扶養手当受
給者への現況届送付へチラシ封入、広報
掲示版への掲示、就労支援相談等の支援
時に相談者のニーズに合わせて案内を
行っている。制度を知らずに利用出来ない
ことが無いよう、今後も引続き周知を行う。

支給実績無し

Ｂ

平成25年度より、父子家庭の父に対象を
拡大した。市報やＨＰへの掲載他、児童扶
養手当受給者への現況届送付へチラシ封
入、広報掲示版への掲示、就労支援相談
等の支援時に相談者のニーズに合わせて
案内を行っている。制度を知らずに利用出
来ないことが無いよう、今後も引続き周知
を行う。

第７条

7

母子家庭高等技能
訓練促進費事業

子育て支
援課

母子家庭 母子家庭の母が就職する際
に有利な資格を取得すると
きに、受講期間中の生活負
担の軽減を図り、資格の取
得を推進するため、促進費
を支給する。

母子家庭の
自立
生活の改善

支給件数 支給件数4件

Ａ

児童扶養手当受給世帯に対し、現況届の
送付時に制度周知の案内を同封する等の
広報を行っている。また、就労支援相談時
に本事業やハローワークの職業訓練等も
含めて紹介を行い、事業を効果的に実施
できている。

支給件数3件

Ａ

平成25年度より、父子家庭の父に対象を
拡大した。児童扶養手当受給世帯に対し、
現況届の送付時に制度周知の案内を同封
する等の広報を行った。また、就労相談時
に本事業やハローワークの職業訓練等も
含めて紹介を行い、事業を効果的に実施
できている。

第７条

8

児童育成手当 子育て支
援課

ひとり親
家庭など

18歳に達した年度の末日
（障害のある場合は20歳未
満）までの児童がいるひとり
親家庭に手当を支給する。

継続 対象児童数 年3回支給（4ケ月分）
育成手当支給対象児童数864人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載
し、周知を図っている。

年3回支給（4ケ月分）
育成手当支給対象児童数855人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載
し、周知を図っている。

第７条

9

児童扶養手当 子育て支
援課

母子家庭 18歳に達した年度の末日
（障害のある場合は20歳未
満）までの児童のいる母子家
庭などに手当を支給する。

継続 受給者数 年3回支給（4ケ月分）
受給者数423人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載
し、周知を図っている。

年3回支給（4ケ月分）
受給者数423人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭の保護者に配
慮するため、現況届時の夜間窓口の設置
等を行い、届出しやすい環境を整えてい
る。また、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載
し、周知を図っている。

第７条

10

母子自立支援プログ
ラム策定事業

子育て支
援課

母子家庭
など

児童扶養手当受給者等に
対し自立・就労支援を実施
するため、母子自立支援プ
ログラム策定を行い、就労を
促進する。また、就労支援セ
ミナーを開催し、母子家庭の
母の就労とキャリアアップに
役立てる。

母子家庭の
自立
生活の改善

就労決定件
数
セミナー参加
者数・参加者
アンケート

相談件数22件、申込件数17件、就労決定
数10件（内訳：正社員3人、契約社員5人、
パート2人）
就労支援セミナー（2日間開催）延参加者数
13人

Ｂ

就労決定数は毎年概ね10名前後となって
いる。また、正社員や契約社員等、自立に
向けた相応の収入を確保できる職種への
就労が決定している。
就労支援セミナーは参会者のアンケートで
は好評を得ているが、定員延べ40人に対し
て13人の参加と前年度に引続き参加者が
定員を下回っている。セミナーを実践的な
内容への見直しや日程の調整等を行った
が、今後も周知の内容を含めて引続き改
善していく。

相談件数17件、申込件数15件、就労決定
数11件（内訳：正社員2人、契約社員3人、
パート6人）
就労支援セミナー（2日間開催）延参加者数
10人

Ｂ

就労決定数は毎年概ね10名前後となって
いる。また、正社員や契約社員等、自立に
向けた相応の収入を確保できる職種への
就労が決定している。
就労支援セミナーは、内容を一部見直し、
職業興味検査を行う等、内容の見直しを
行ったものの、当日キャンセル等が多く定
員を下回った。今後も周知の内容を含めて
引続き改善していく。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

事業名称
番
号

対　象 事業の内容担当課
平成２５年度進捗状況目標値・実施内

容（平成22～26
年度）

評価の方
法

平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　①　障害や特別な配慮が必要な子どもと家庭を支援します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

障害の早期発見(乳
幼児健康診査)

健康課 子ども 各種の乳幼児健康診査や
保健相談等の中で障害を早
期発見し、その障害にあった
適切な支援を行う。

継続 健康課／
経過観察健康診査：
（年12回）延人数106人
発達健康診査：
（年12回）延人数18人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年36回）延人数185人（集団年12回）
延人数141人
3歳児
（個別12回）延人数136人（集団年12回）延
人数79人

Ｂ

乳幼児健康診査での障害、障害の疑いの
早期発見は概ねできているが、早期支援
が枠が足りず充分できていない。今後、児
童発達支援センターとの連携を図る方向で
ある。

健康課／
経過観察健康診査：
（年12回）延人数122人
発達健康診査：
（年12回）延人数21人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年36回）延人数181人（集団年12回）
延人数126人
3歳児
（個別12回）延人数126人（集団年12回）延
人数77人

Ｂ

乳幼児健康診査での障害、障害の疑いの
早期発見は概ねできているが、早期支援
が枠が足りず充分できていない。児童発達
支援センターとの連携を図っているが、今
後は更に充実していく必要がある。

第７条

2

障害児通所訓練事
業（ピノキオ幼児園
など）

保育課 訓練を必
要とする2
歳〜5歳
の子ども

心身の発達に障害のある幼
児に対し、日常生活訓練、
機能・言語訓練を行う。入園
できない幼児や保育所・幼
稚園等に通う幼児に対して
も、通園して訓練が受けられ
る場づくりを検討する。また、
公募を検討する。

拡充を検討 日常生活、
機能、言語
等の訓練回
数

15名在籍
生活訓練2,325件（延べ件数）
機能訓練264件（延べ件数）
言語訓練264件（延べ件数）
臨床心理相談　児童20件、大人37件 Ｂ

15名在籍しており、延人数で生活訓練
2,325件、機能訓練264件、言語訓練264
件、臨床心理相談　児童20件、大人37件を
行い、さらに未入園児童に対しては園舎開
放を実施している。

平成25年9月で廃園。10月より自立生活支
援課に事業移管。

9月までの半期実績
15名在籍
生活訓練1,258件（延べ件数）
機能訓練130件（延べ件数）
言語訓練130件（延べ件数）
臨床心理士相談　児童5件、大人19件

Ｂ

15名在籍しており、延人数で生活訓練
1,258件、機能訓練130件、言語訓練130
件、臨床心理相談　児童5件、大人19件を
行い、さらに未入園児童に対しては園舎開
放を実施している。

第８条

3

児童育成手当（障
害）

子育て支
援課

障害のあ
る20歳未
満の子ど
もを育て
ている保
護者など

障害のある20歳未満の子ど
ものいる保護者などに手当
を支給する。

継続 対象児童数 年3回支給（4カ月分）
障害手当対象児童数71人
障害・育成手当対象児童数6人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭で障害のある
20歳未満の子どものいる保護者に配慮す
るため、現況届時の夜間窓口の設置等を
行い、届出しやすい環境を整えている。ま
た、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載し、周
知を図っている。

年3回支給（4カ月分）
障害手当対象児童数51人
障害・育成手当対象児童数9人

Ａ

仕事をしているひとり親家庭で障害のある
20歳未満の子どものいる保護者に配慮す
るため、現況届時の夜間窓口の設置等を
行い、届出しやすい環境を整えている。ま
た、市報・ＨＰ等に制度の案内を掲載し、周
知を図っている。

第７条

4

心身障害者（児）通
所訓練等運営費補
助

障害福祉
課

心身障害
者（児）通
所訓練な
どを運営
する民間
団体など

経費の一部を補助すること
により、保護者負担の軽減を
図り、在宅の心身障害者
（児）の自立を促進する。

推進 補助金額
利用者数

延べ利用者数8,742人
補助金額32,703,582円

Ａ

経費の一部を補助することにより、保護者
負担の軽減を図り、在宅の心身障害者
（児）の自立を促進することができた。
法改正の経過措置期間終了のため、本事
業は平成２４年度の実施をもって終了と
なった。

実施なし

Ｄ

法改正の経過措置期間終了のため、本事
業は平成２４年度の実施をもって終了と
なった。

第１３条

5

心身障害児（者）短
期入所事業（緊急一
時保護）

障害福祉
課

心身障害
者手帳、
療育手帳
（愛の手
帳）を持
つ子ども

保護者または家族の疾病、
事故,出産などのため、緊急
に保護が必要となった場合
に、障害者福祉センターや
桜町病院、その他の施設で
一時保護する。

継続 利用者数 延べ利用人数215人

Ａ

緊急的な理由により、一時保護が必要に
なった障害児（者）を、柔軟に受け入れるこ
とができた。しかし利用可能な居室にも制
限があるため、利用希望の全日程に応え
られないこともある。

延べ利用件数424件
(うち障害者405件、障害児19件）

A

緊急的な理由により、一時保護が必要に
なった障害児（者）を、柔軟に受け入れるこ
とができた。しかし利用可能な居室にも制
限があるため、利用希望の全日程に応え
られないこともある。

第１１条

6

心身障害者（児）
ホームヘルプサービ
ス事業

障害福祉
課

身体障害
者手帳、
療育手帳
（愛の手
帳）を持
つ子ども
の家族

身体障害者手帳、療育手帳
（愛の手帳）を持つ児童の家
族が、家事や介護の日常生
活に支障がある場合に、
ホームヘルパーを派遣す
る。

継続 利用者数 延べ利用人数94人

Ａ

日常生活を送ることに支障がある家族に対
して、家事援助や介護など一定の支援を
行っている。

延べ利用人数111人

A

日常生活を送ることに支障がある家族に対
して、家事援助や介護など一定の支援を
行っている。

第１１条

7

心身障害者（児）介
護人派遣事業

障害福祉
課

身体障害
者手帳、
療育手帳
（愛の手
帳）を持
つ子ども
の保護者
など

身体障害者手帳、療育手帳
（愛の手帳）を持つ障害者
（児）の保護者または家族の
疾病、事故、出産、兄弟姉
妹の学校行事などのために
保護が必要となった場合に
介護人を派遣する。

派遣日数113回

Ａ

平成２４年度から介護人利用回数及び介
護人謝礼の変更を行った。
今後の事業実施については行政評価結果
等を踏まえ、様々な面から検討を行う必要
がある。

派遣日数123回

A

前年度より実績値は増加している。
今後の実施について、行政評価を踏まえた
検討が必要。

第１１条

子どもの権利に関する
条例の反映事業の内容

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

番
号

対　象事業名称
評価の方

法

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
担当課
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

8

小中学校特別支援
学級

指導室 障害のあ
る子ども

知的障害や情緒障害等、難
聴・言語障害のある子どもの
ため、教育環境の整備を行
う。

拡充 個々の障害
に応じた指
導

知的障害学級：梅の実（一小）3学級、
さくら（二小）3学級、ひまわり（東小）1学
級、6組（二中）3学級
情緒障害等学級：大空（二小）3学級、
くじらぐも（南小）4学級、Ｉ（愛）組（一中）1学
級
難聴学級：きこえ（二小）1学級
言語障害：ことば（二小）2学級
知的障害学級に介助員7人配置

Ａ

中学校の特別支援学級増設等整備に向け
準備を進めることが出来た。また、個別の
教育支援計画や個別指導計画の作成を指
導し、その支援に努めることができた。

・中学校に情緒固定学級を開設した。
・6校の小中学校で特別支援教室を設置し
た。
・特別支援教育支援員を1名増員した。
・特別支援教育研修会を8回開催した。

Ａ

・通常学級に在籍する特別な支援が必要
な子どもに対して、特別支援学級の増設
し、人的支援を充実させた。
・特別支援教育の充実に向け、特別支援
教室の活用についての研究を進めた。
・特別支援教育について、教員の指導力を
向上させるための研修会を実施した。

第９条

9

日曜クラブへの支援 障害福祉
課

社会福祉
法人

特別支援学級や特別支援
学校に在学している生徒が
交流やコミュニケーション、
余暇の楽しみ方を感じて成
長することを目的にしてい
る。企画は日曜クラブ実行委
員会が行い、運営を社会福
祉法人に委託している。

継続 委託金額、
利用者数

参加者数211人

Ａ

現在は市内の障害のある児童の余暇活動
の場所が少なく、重要な役割を担ってき
た。平成25年度より児童発達支援センター
において、放課後等デイサービスを実施予
定のため、本事業は平成２４年度をもって
終了となった。

実施なし

Ｄ

平成25年度より児童発達支援センターにお
いて、放課後等デイサービスを実施予定の
ため、本事業は平成２４年度をもって終了
となった。

第９条

10

障害児のグループ
活動への参加促進

児童青少
年課

障害のあ
る子ども

児童館で実施する小学生の
低・高学年のグループ活動
に障害児が参加する場合、
ボランティア指導員の配置を
行う。

検討 未実施

Ｃ

各事業への参加等において人的配置が必
要な場合には、個々のケースにより利用者
と相談し、個別に対応するが、平成２４年度
は障がい児の参加がなかった。

未実施

C

各事業への参加等において人的配置が必
要な場合には、個々のケースにより利用者
と相談し、個別に対応するが、平成２５年度
は障がい児の参加がなかった。

第９、１３条

11

心身障害児童生徒
学校外活動

生涯学習
課

障害のあ
る子ども

市立小中学校特別支援学
級の在籍者および都立特別
支援学校の幼稚部から高等
部までの在籍者を対象に、
文化、スポーツ・レクリエー
ション活動を行う。

同様の事業
を継続し、参
加人数の拡
充に向け検
討

実施日数・参
加人数

水泳教室を年15回、またレクリエーション活
動を年5回実施。その他に東京都多摩障害
者スポーツセンターで開催された水泳記録
会に参加。懇親会等を行い、ボランティアと
児童・生徒、保護者との交流事業を実施し
た。参加児童・生徒数468人、指導者等415
人

Ａ

障がいのある児童・生徒等を対象として、
スポーツ活動・文化活動の事業を実施し、
豊かで充実した地域活動の推進を図ること
を目標としており、参加者数・実施回数共
に横ばい傾向ではあるが、ほぼ事業目標
を達成していることからＡ評価とした。

水泳教室を年15回、またレクリエーション活
動を年4回実施。その他に東京都多摩障害
者スポーツセンターで開催された水泳記録
会に参加。懇親会等を行い、ボランティアと
児童・生徒、保護者との交流事業を実施し
た。参加児童・生徒数376人、指導者等394
人

Ａ

障がいのある児童・生徒等を対象として、
スポーツ活動・文化活動の事業を実施し、
豊かで充実した地域活動の推進を図ること
を目標としており、参加者数・実施回数共
に横ばい傾向ではあるが、ほぼ事業目標
を達成していることからＡ評価とした。

第９条

12

障害者（児）水泳教
室

生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

障害のあ
る子ども

心身に障害のある20歳未満
の子どもが水に触れる喜び
を実感するため、水に慣れる
ことから泳ぎを習得するとこ
ろまで指導を行う。また、対
象者の安全と指導効果を配
慮してマンツーマンの指導
体制をとる。

継続 アンケートに
よる満足度

参加者74人
2日間ずつ実施
アンケートによる満足度：良

Ａ

障害者（児）の方を対象に泳法を指導し、
泳げる楽しさと喜びを感じてもらい、25メー
トル完泳までを最終目標として目指す事業
であり、ほぼ事業目標を達成していること
からＡ評価とした。

参加者76人
2日間ずつ実施
アンケートによる満足度：良

A

障害者（児）の方を対象に泳法を指導し、
泳げる楽しさと喜びを感じてもらい、25メー
トル完泳までを最終目標として目指す事業
であり、ほぼ事業目標を達成していること
からＡ評価とした。

第９条

13

障害者計画等の策
定・改訂

障害福祉
課

障害のあ
る人

障害福祉計画第2期策定に
伴い、併せて平成17年3月
に策定した障害者計画の改
訂を地域自立支援協議会の
中で行った。

平成20年度
実施

前計画の達成度や実態調査の結果を検証
し、保健福祉の幅広い分野を網羅した保健
福祉総合計画の一部として障害者計画と
第３期障害福祉計画を一体化した計画改
訂を行った。また改定作業は、地域自立支
援協議会での協議（全11回）を通じて行っ
た。

Ｓ

前計画の達成度や実態調査の結果を検証
し、保健福祉の幅広い分野を網羅した保健
福祉総合計画の一部として障害者計画と
第３期障害福祉計画を一体化した計画改
訂を行った。また改定作業は、地域自立支
援協議会での協議（全12回）を通じて行っ
た。

前計画の達成度や実態調査の結果を検証
し、保健福祉の幅広い分野を網羅した保健
福祉総合計画の一部として障害者計画と
第３期障害福祉計画を一体化した計画改
訂を行った。また改定作業は、地域自立支
援協議会での協議（全12回）を通じて行っ
た。

S

前計画の達成度や実態調査の結果を検証
し、保健福祉の幅広い分野を網羅した保健
福祉総合計画の一部として障害者計画と
第３期障害福祉計画を一体化した計画改
訂を行った。また改定作業は、地域自立支
援協議会での協議（全12回）を通じて行っ
た。

第６、７、８、９、
１０、１１条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

事業名称 担当課
評価の方

法
対　象 事業の内容

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

14

障害児の緊急・一時
預かり

保育課 障害のあ
る子ども

保護者の病気などで障害の
ある子どもの保育を必要とし
た場合、一時預かりを行う。

検討 未実施

Ｄ

一時保育の職員体制等の理由により、実
施することは困難であるが、児童発達支援
センターにおいて今後、実施する予定であ
る。

未実施

Ｄ

一時保育の職員体制等の理由により、実
施することは困難であるが、児童発達支援
センターにおいて実施している。

第８条

15

障害のある幼児・児
童の図書館利用の
促進

図書館 視覚およ
び聴覚障
害のある
幼児・児
童

点字絵本の製作と蔵書の充
実、布絵本の購入、子ども向
け図書の録音および対面朗
読を行う。

継続 点字絵本の購入、さわる絵本・布絵本など
バリアフリー絵本を貸し出した。
平成２４年度蔵書数　点字絵本19冊、布絵
本７冊、その他ハンディキャップ対応絵本１
冊
利用者数等については統計が取れないた
め不明

Ｂ

赤ちゃんコーナー内に、点字絵本をまとめ
て配架している。

点字絵本の購入、さわる絵本・布絵本など
バリアフリー絵本を貸し出した。
平成２５年度蔵書数　点字絵本２２冊、布
絵本７冊、その他ハンディキャップ対応絵
本１冊
利用者数等については統計が取れないた
め不明

B

赤ちゃんコーナー内に、点字絵本をまとめ
て配架している。

第１３条

子育て支
援課

子育て支援課／子ども家庭支援センター
「発達相談」80件

Ｂ

専門相談として高いニーズがあるが、すぐ
に相談が受けられないこと、訓練を受けら
れる施設に繋げられていないこと等課題も
ある。今後は児童発達支援センターとの役
割を検討し連携する。

子育て支援課／子ども家庭支援センター
「発達相談」20件

Ｂ

児童発達支援センター「きらり」の開設に伴
い、発達相談は「きらり」で実施することと
なったため、7月で終了した。今後は、総合
相談の中で、必要な相談者には「きらり」を
紹介する等、連携して対応する。

第７、８、９、１１条

保育課 保育課／言語聴覚士・作業療法士・臨床
心理士が保育所を巡回

Ｂ

２ヵ月に１回、言語聴覚士・作業療法士・臨
床心理士が保育所を巡回している。

保育課／言語聴覚士・作業療法士・臨床
心理士が保育所を巡回

Ｂ

２ヵ月に１回、言語聴覚士・作業療法士・臨
床心理士が保育所を巡回している。

第８条

児童青少
年課

学童保育所で年3回（学期に1回）相談員が
巡回し、相談事業を実施。
東児童館では、毎月発達相談を実施、25
件の相談があった。 Ｂ

市全体の事業との整合をはかるため、改
善と見直しが必要であるため。

学童保育所で年3回（学期に1回）相談員が
巡回し、相談事業を実施。

Ｂ

東児童館の発達相談は、児童発達セン
ター「きらり」の開設に伴い児童発達セン
ターで総合的に実施することとした。巡回
相談は平成27年度から児童発達支援セン
ター「きらり」による巡回相談に変更予定。

第７、８、９、１０、
１１、１３条

健康課 健康課／
経過観察健康診査：
（年12回）延人数106人
発達健康診査：
（年12回）延人数18人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年36回）延人数185人（集団年12回）
延人数141人
3歳児
（個別12回）延人数136人（集団年12回）延
人数79人

Ｂ

子どもの発達相談と療育支援の受け皿が
ない。今後、児童発達支援センターとの連
携を図る。

健康課／
経過観察健康診査：
（年12回）延人数122人
発達健康診査：
（年12回）延人数21人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年36回）延人数181人（集団年12回）
延人数126人
3歳児
（個別12回）延人数126人（集団年12回）延
人数77人

Ｂ

子どもの発達相談と療育支援の受け皿が
増えつつあるものの、まだまだ不足してい
る。児童発達支援センターとの連携を図っ
ているが、相談件数も増えてきており、今
後は更に充実していくことが必要である。

第７条

障害福祉
課

障害福祉課／就労支援センター、障害者
福祉センター、地域生活支援センターそら
／相談件数　28,315件（障がいのある方全
体の件数） Ａ

当該事業は、具体的なサービスには、まだ
至っていない。しかし、小金井市発達支援
事業検討部会で調整の上、平成25年10月
に児童発達支援センターの開所予定とす
ることを行政決定したことを報告した（平成
24年9月13日厚生文教委員会）。

児童発達支援センターでの延べ相談件数
466件

A

市で実施していた数が100回だったが、4倍
以上の件数となったため。

第１１条

指導室
（教育相
談所）

指導室（教育相談所）／相談件数　1,402件

Ｂ

相談件数の増加はあったが、施設面の充
実を検討する必要がある。

・小金井市教育相談所で1,524件の相談対
応を行った。

Ａ

・教育相談所の周知及び相談員・心理士と
学校、関係機関の連携が進み、相談件数
が増加した。

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映担当課

発達の心
配のある
子ども
（18歳未
満）と保
護者

対　象
番
号

16

事業名称

子どもの発達相談と
福祉サービスの充実

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

ひとりひとりの子どもの特徴
に沿った発達を支援するた
めに、障害の早期発見と療
育ができる体制整備や発達
支援等の相談機能の充実を
図ります。

発達相談
ネットワーク
の充実

事業の内容

相談件数
利用者の声

平成２４年度現況
評価の方

法

平成２５年度進捗状況

24 / 38 ページ



平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　③　外国籍の子どもと家庭を支援します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

広報秘書
課

広報秘書課
／継続

広報秘書課
／部数

広報秘書課／平成22年度に作成した「外
国人ガイドブック」（2011年版）を、外国人転
入者、希望者に配布 Ａ

平成22年度に作成した当該ガイドブックの
配布を継続することで、外国人市民に対し
て生活に関わる情報を一定提供できてい
る。

平成22年度に作成した「外国人ガイドブッ
ク」（2011年版）を、外国人転入者、希望者
に配布 A

平成22年度に作成した当該ガイドブックの
配布を継続することで、外国人市民に対し
て生活に関わる情報を一定提供できてい
る。

第９、１１条

学務課 教育委員会
／充実

教育委員会
／利用者数

学務課／引き続き、編入学等について英
語によるホームページで情報の提供を行っ
た Ａ

引き続き、編入学等について英語による
ホームページで情報の提供を行っていく必
要がある

学務課／引き続き、編入学等について英
語によるホームページで情報の提供を行っ
た Ａ

引き続き、編入学等について英語による
ホームページで情報の提供を行っていく必
要がある

第９条

ごみ対策
課

ごみ対策課
／継続

ごみ対策課
／部数

ごみ対策課／ごみ・リサイクルカレンダー
内に英語、中国語、朝鮮語での説明を掲
載。85,000部を作成し、市内全戸配布を
行った。 Ａ

毎年度市内全戸配布及び市ホームページ
への公開を行っているため、一定の情報提
供は行っていると判断しているが、今後の
ご意見等を踏まえ、適時修正等を行う必要
はあると考えている。

ごみ対策課／ごみ・リサイクルカレンダー
内に英語、中国語、朝鮮語での説明を掲
載。85,000部を作成し、市内全戸配布を
行った。 Ａ

市内全戸配布及び市ホームページでの公
開を行い情報提供を充実させている。一人
でも多くの市民へ周知徹底を図るため、今
後のご意見等を踏まえ、効率的な情報提
供方法を検討していく。

第９条

その他関
係各課

その他関係
各課／検討

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特に無し

2

各国の言語通訳の
派遣業務

指導室 外国籍の
子どもと
保護者

外国籍の児童・生徒に対し
て、日常生活および学習指
導を円滑に営めるように、日
本語指導補助員及び通訳を
派遣する。

継続 利用者数 利用児童・生徒18人

Ｂ

・利用者が増えていることを鑑み、補助員
の充実を検討する必要がある。
・アラビア語やロシア語等多言語のニーズ
がある。
・補助員の高齢化に伴い、人材発掘が必
要

・13人の児童・生徒が日本語指導補助員
の指導を受けた。

Ｂ

・児童・生徒が話す他国の言語に対応しな
がら日常生活指導や学習指導を行った。
・多言語に対応する指導員の確保が必要
である。

第９条

3

外国人相談 広報秘書
課

外国籍の
子どもと
保護者

市内に住む外国人の相談や
情報提供に関し、英語など
の公用語を話せる相談員を
配置する。

月1回の相談
開催、ＰＲ等
を継続

相談件数 １件

Ａ

外国人に対する相談援助を行うという事業
目的は達成しているが、相談件数が１件と
少ないため、評価Ｓとしていない。

２件

Ａ

外国人に対する相談援助を行うという事業
目的は達成しているが、相談件数が２件と
少ないため、評価Ｓとしていない。

第１１条

4

各国の言語による本
の整備

図書館 外国籍の
子どもと
保護者

子どもの絵本を中心にした
外国語書籍の充実を図る。

充実 書籍数 英語792冊、中国語14冊、ハングル17冊、
その他36冊

Ｂ

外国語書籍（英語）の書籍を購入した。 英語815冊、中国語14冊、ハングル17冊、
その他36冊

B

外国語書籍（英語）の書籍を購入した。 第９、１３条

子どもの権利に関する
条例の反映担当課

各国の言語による情
報提供

外国籍の
子どもと
保護者

対　象 事業の内容

1

番
号

事業名称
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

外国語によるガイドブック、
ハンドブック等の作成や生活
に関する情報の提供を行う。
市や教育委員会などのホー
ムページでも提供する。

平成２５年度進捗状況
評価の方

法

平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　④　家庭での子育ち、子育てが困難な場合にきめ細やかな支援をします

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

養育困難家庭への
総合支援

子育て支
援課

子どもと
保護者

子ども家庭支援センターに、
保健師・社会福祉士等の専
門職を複数配置し、児童虐
待の未然防止、対応機能の
強化を図る。
児童福祉施設への入所が必
要な子どもを持つ家庭など
からの相談を受けた場合、
児童相談所と連携を取りな
がら支援を行う。

継続 相談実人数 児童虐待相談　実件数65件　延べ件数801
件
その他養護相談　実人数55人　延べ人数
619人

Ａ

子ども家庭支援センターの認知度向上もあ
り、相談件数は増加している。また、長期
的・継続的支援は必要なケースが増加して
きているため、今後も引続き児童相談所、
関係機関と連携を行っていく。

児童虐待相談　実件数139件　延べ件数
1,281件
その他養護相談　実人数117人　延べ人数
1,118人

Ａ

子ども家庭支援センターの認知度向上もあ
り、相談件数は増加している。また、長期
的・継続的支援は必要なケースが増加して
きているため、今後も引続き児童相談所、
関係機関と連携を行っていく。平成25年度
より子ども家庭支援センターの体制見直し
を実施、相談対応、ケースワークを行う職
員2名増員し、相談等情報の集中化等、体
制の強化を図った。

第７、８、１０、１１条

2

里親制度の紹介と周
知

子育て支
援課

子どもと
保護者

保護者がいないか、保護者
がいても養育できない子ども
を家庭的雰囲気の中で育て
る制度。制度の周知を図る。

東京都と協
力して周知
に努める

出席者数 養育家庭体験発表会（児童相談所と共催）
年1回

Ａ

児童相談所と協力して実施。平成24年度
は10名の参加。参加者のアンケートではと
とても良かった、良かったとの評価を得て
いる。

養育家庭体験発表会（児童相談所と共催）
年1回

Ａ

児童相談所と協力して実施。平成24年度
は30名の参加。参加者のアンケートではと
とても良かった、良かったとの評価を得て
いる。

第７、８、９、１０、
１１条

3

養育支援訪問事業 子育て支
援課

特定妊
婦、要支
援家庭

育児をする上で妊娠期から
の継続支援を特に要する家
庭、不適切な養育状態にあ
る家庭など虐待のおそれや
リスクを抱えた家庭に対し、
子ども家庭支援センターが
関係機関とともに支援を行う
過程で、期間を設定し育児
支援ヘルパーを派遣する。

拡大 利用者数 養育支援訪問事業ヘルパー派遣人数23人

Ｂ

派遣人数は増加傾向にあり、継続支援を
特に要する家庭に対して、職員が行う専門
相談とともに、適宜ヘルパー派遣を派遣
し、必要に応じた支援を行うとともに、要保
護児童として、ネットワークの中で見守り支
援を行っているが、常に運営方法の見直し
を図る必要のある事業である。

養育支援訪問事業ヘルパー派遣人数21人

Ｂ

継続支援を特に要する家庭に対して、職員
が行う専門相談とともに、適宜ヘルパー派
遣を派遣し、必要に応じた支援を行うととも
に、要保護児童として、ネットワークの中で
見守り支援を行っているが、常に運営方法
の見直しを図る必要のある事業である。

第７、１１条

子どもの権利に関する
条例の反映事業名称 対　象

番
号

担当課
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業の内容

評価の方
法

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

３　次世代につながる地域の子育ち、子育て環境を整えます
（５）　地域の子育ち環境を整えます
　①　一人ひとりを大切にした幼児教育、学校教育を推進します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

一人ひとりを大切に
したゆとりある教育

指導室 子ども 一人ひとりのよさや可能性を
伸ばし、個性を生かす教育
を行う。

継続 実施学校数 各学校において総合的な学習の時間を中
心にキャリア教育を実施した。（中学校：職
場体験、小学校：外国人・障害者・高齢者と
の交流活動） Ｂ

地域や関係機関とも連携し、全校で実施で
きた。

・全小中学校（14校）でキャリア教育を実施
した。
　小学校：外国人・障害者・高齢者との
　　　　　　交流活動　9校
　中学校：職場体験　5校

Ｂ

・全小中学校（14校）でキャリア教育の全体
計画、年間指導計画を作成した。各校の取
り組みでは、地域・関係機関と連携しなが
ら、学校の特色を活かしたキャリア教育を
実施した。

第９条

学務課 学務課／未
定

学務課／実
施回数

学務課/実施

Ｂ

要保護児童対策地域協議会、幼稚園園長
会等での情報交換等をしているが、交流と
連携にまでは至っていない。

学務課/実施

B

要保護児童対策地域協議会、幼稚園園長
会等での情報交換等をしているが、交流と
連携にまでは至っていない。

第９条

指導室 指導室／継
続

指導室／実
施学校数

指導室／実施

Ｂ

・子ども支援ネットワーク会議の実施
・小学校6年生が中学校体験授業を受け
た。

・全小中学校（14校）が参加する小金井市
健全育成推進協議会を学期１回、年３回実
施した。

Ａ

・学校、保護者、地域の代表が集まり、子
どもの健全育成や地域の安全などについ
て継続して協議を行った。

第９条

保育課 保育課／検
討

保育課／未
定

保育課／実施

Ｂ

特別支援ネットワーク協議会に参加して
様々な機関との連携を図るほか、近隣の
小学校と交流についても進めている。

保育課／実施

Ｂ

特別支援ネットワーク協議会に参加して
様々な機関との連携を図るほか、近隣の
小学校と交流についても進めている。

第９条

3

国際性を育む教育 指導室 小学生、
中学生

外国人英語指導助手の導
入による外国語教育、外国
文化との交流、国際理解教
育を行う。また、地域の大学
や居住する外国人との交流
を図る。

継続 実施時間数 外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の活用
中学校：1学校あたり　30日／年
小学校：1学級あたり　25時間／年

Ｂ

ALTを活用し、総合的な学習の時間を含め
予定時数を使い、国際性を育む教育を実
施できた。

・小学校、中学校で外国人英語指導助手
（ＡＬＴ）を活用した授業に取り組んだ。
　小学校：1学級あたり　年間　25時間
　中学校：1学校あたり　年間　30日
　特別支援学級　　　　　年間　　6時間

Ｂ

・小学校外国語活動、中学校英語の授業
でＡＬＴを活用した授業に取り組み、授業改
善が進み、子どもの国際性を育む教育が
推進された。

第９条

4

私立幼稚園協会補
助金

学務課 私立幼稚
園協会

幼稚園協会が行う事業への
補助金交付する。

継続
平成21年度
特別支援教
育事業費（障
害児分）新設
960,000円交
付

補助金額、
活動内容

1,931,000円交付

Ｂ

小金井市私立幼稚園協会からの要望によ
り、特別支援教育事業費を新設し、平成24
年度は3園（4人分）に補助金を支給した。
しかし、幼稚園協会からの交付申請額と実
際に交付した額とのかい離がみられること
から、幼児教育の振興と充実には更に検
討が必要であると考えられる。

2,651,000円交付

B

小金井市私立幼稚園協会からの要望によ
り、特別支援教育事業費を新設し、平成25
年度は4園（8人分）に補助金を支給した。
しかし、幼稚園協会からの交付申請額と実
際に交付した額とのかい離がみられること
から、幼児教育の振興と充実には更に検
討が必要であると考えられる。

第９条

地域福祉
課

地域福祉課
／小金井市
地域福祉計
画の策定

地域福祉課／東京都福祉のまちづくり条
例に定める建築物の新設または改修に伴
う届出受理件数6件、適合証0件
地域福祉計画の施策の進捗状況
自立生活支援課／下記のとおり
介護福祉課／認知症サポーター養成講座
を年39回開催し548人が受講。認知症への
理解及び対応についての普及啓発を図っ
た。
健康課／医師会・歯科医師会と連携し講
演会を開催、栄養改善・生活改善等を目的
とした栄養講習会も開催。また、食育月間
等へのイベントへ参加し健康情報等の普
及啓発を行った。
生涯学習課／まなびあい出前講座を年46
講座開催、898人が受講。

Ａ

　昨年度に引き続き東京都福祉のまちづく
り条例の基準に適合するよう建築業者へ
指導を行い、ノーマライゼーションの普及
の一助となった。
　地域福祉計画に基づき、関係各課におい
て各種講演会等を開催し、市民への普及
啓発活動を行った。

地域福祉課／東京都福祉のまちづくり条
例に定める建築物の新設または改修に伴
う届出受理件数12件、適合証0件

A

昨年度に引き続き東京都福祉のまちづくり
条例の基準に適合するよう建築業者へ指
導を行い、ノーマライゼーションの普及の
一助となった。

第７条

障害福祉
課

障害福祉課
／推進

障害福祉課／障害者週間事業の実施（平
成24年12月8日）　障害のある人の理解の
ための説明会を実施（主事職者対象、6
回、参加延人数262人） Ａ

市民向けには障害者週間行事、市職員向
けには説明会を行っており、少しずつなが
らも理解が得られてjるが、まだ充分とは言
えないため今後も充実を図りたい。

障害福祉課／障害者週間事業の実施（平
成25年12月7日）

Ａ

市報、ホームページ等で障害者週間行事
の周知を行っている。

第８条

子どもの権利に関する
条例の反映

市民 高齢者も子どもも、障害のあ
る人もない人も、社会の構成
員として生きがいをもって生
活し活動できる社会を築くた
め、ノーマライゼーションの
普及を行う。

子どもと
保護者

対　象

2

番
号

5

ノーマライゼーション
の普及

担当課事業名称

幼稚園、保育所、小
中学校の交流と連携

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

幼稚園、保育所、小学校、
中学校および社会教育機関
等が連携し、子どもの健全
育成を図る。また、子どもの
問題を話し合う情報交換会
を開催する。

事業の内容
評価の方

法

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

健康課 健康課／継
続

健康課／
①マタニティクッキング 4回・28人
②離乳食教室 12回・176人
③こどもクッキング 4回・76人 Ａ

参加人数は概ね増加しており、アンケート
結果も好評となっている。

健康課／
①マタニティクッキング 4回・51人
②離乳食教室 12回・189人
③こどもクッキング 4回・72人 Ａ

各種教室でその時々の最新情報を受講者
へお伝えしている。
マタニティクッキングは土曜日の開催を実
施したことで、年々参加者数は増加してお
り、参加希望者が受講しやすいように努め
ているため。

第９条

保育課 保育課／継
続

保育課／
保育所において、食育計画や年間行事計
画を作成し、季節に応じた食育事業を実
施。また、毎月「給食だより」により、啓発を
行った。

Ｂ

保育所において、食育計画や年間行事計
画を作成し、季節に応じた食育事業を実施
している。また、毎月「給食だより」により、
啓発を行っている。

保育課／
保育所において、食育計画や年間行事計
画を作成し、季節に応じた食育事業を実
施。また、毎月「給食だより」により、啓発を
行った。

Ｂ

保育所において、食育計画や年間行事計
画を作成し、季節に応じた食育事業を実施
している。また、毎月「給食だより」により、
啓発を行っている。

第９条

指導室 指導室／継
続

指導室／
研究授業　1回・17人
情報交換　1回・17人 Ａ

平成24年度に初めて配置された栄養教諭
による研究授業を実施し、食育の進め方や
指導方法の共通理解を図るなど、計画ど
おり実施した。

・全小中学校で食育年間指導計画を作成
し、食育の推進に取り組んだ。

Ａ

・全教育活動を通じて食育の充実に取り組
んだ。
・栄養教諭や栄養士と連携した食育や食に
関係する授業を行った。

第９条

学務課 学務課／食
に関する年
間指導計画
を各学校に
おいて整備
する。

学務課／
①地場野菜を献立に取り入れた給食を全
校で実施。また地場野菜を教材として授業
を実施し知識を深めた。また生活科、家庭
科の授業とも連動し食材の栄養価やバラ
ンスの良い献立等について学習し実際の
献立に反映させるなどの工夫を行った。
②給食だよりで栄養価や望ましい食生活
等について周知し児童、生徒への啓発を
行った
③強化磁器食器の導入等給食の食環境
の整備に努めた

Ａ

学校給食を生きた教材として、食に関する
年間指導計画に基づき、各学校で食育を
実践している。

学務課／
①地場野菜を献立に取り入れた給食を全
校で実施。また地場野菜を教材として授業
を実施し知識を深めた。また生活科、家庭
科の授業とも連動し食材の栄養価やバラ
ンスの良い献立等について学習し実際の
献立に反映させるなどの工夫を行った。
②給食だよりで栄養価や望ましい食生活
等について周知し児童、生徒への啓発を
行った

Ａ

学校給食を生きた教材として、食に関する
年間指導計画に基づき、各学校で食育を
実践している。

第９条

その他関
係各課

児童青少年課／
食事や栄養をテーマにした子育て相談会
参加人数447人
乳幼児食事会参加人数8,304人
料理教室参加人数4,565人

Ａ

事業内容等については、検討・改善を継続 児童青少年課／
食事や栄養をテーマにした子育て相談会
参加人数393人
乳幼児食事会参加人数2,435人
料理教室参加人数4,407人

Ａ

事業内容等については、随時検討の上改
善している。

第９条

7

特別支援教育 指導室 小学生、
中学生

発達障害があり、集団生活
に適応しにくい子どもが、通
級指導学級で適切な指導を
受けたり、在籍校で学習指
導員による個別指導を受け
たりすることで、周りの子ども
たちとの良好な関係が築け
るよう支援する。

指導室／実
施回数

指導室／
教員研修会（年8回）、特別支援学級推進
委員会（年10回）、巡回相談（年46回）を実
施

Ａ

臨床心理士等と教員がチームを組んで巡
回するなど、計画どおり実施した。

・年8回の教員研修会を実施した。
・年10回の特別支援学級推進委員を実施
した。
・年45回の巡回相談を実施した。

Ａ

・教員の特別支援教育に関する指導力の
向上に向け、特別支援教育研修会を実施
した。
・特別支援学級推進委員会を通じて、特別
支援教育に関する最新の知見等を学び、
教各校の教育活動に反映させた。
・教員や特別支援学習指導員に対して、巡
回相談を通じて専門家による指導・助言を
行った。

第１１条

指導室 ※平成24年4月より事務局を福祉保健部障
害福祉課へ移管した。

※平成24年4月より事務局を福祉保健部障
害福祉課へ移管した。

その他関
係各課

自立生活支援課（旧障害福祉課）／年３回
実施

Ａ

特別支援に関わる庁内各部課からの事業
内容についての報告を基に課題等の抽出
と協議を行い、福祉、医療、労働、教育等
に係る関係機関の連携を図った。

自立生活支援課（旧障害福祉課）／年2回
実施

A

自立支援協議会への発展的統合となっ
た。

第８条

子どもの権利に関する
条例の反映対　象

障害のある子どものライフス
テージを見通し、乳幼児期
から学校卒業後までにわた
る福祉、医療、労働、教育等
が一体となった支援を行うた
めに、福祉、医療、労働、教
育等に係る関係機関が互い
に連携し、協議を行う。

子どもと
保護者

子ども

食育の推進

事業名称

特別支援ネットワー
ク協議会

8

番
号

担当課

6

事業の内容

平成21年度
設置

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

子どもの発達段階に応じた
食に関する情報提供など、
食育に関する支援を行う。ま
た、食育推進会議や食育推
進検討委員会を開催し、事
業の円滑な推進を実施す
る。

評価の方
法

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況

実施回数

参加人数他
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　②　子どもが安心して学べる環境を作ります

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

適応指導教室運営
事業（もくせい教室）

指導室 小学生、
中学生

心理的要因等により登校で
きない児童・生徒に対し、実
態に応じて個別、集団、訪
問などの方法により適切な
指導・援助を行う。

継続 入所人数 平成24年度入室人数　10人

Ｂ

学校に登校できない児童・生徒への個別
的支援を図るため、校長会や個別の紹介
に努めた。

・15人の児童・生徒が適応指導教室で学習
等に取り組んだ。

Ｂ

・学校に登校できない児童・生徒に対して、
個々のニーズに対応した個別の指導、援
助に努めた。

第１１条

2

スクールカウンセ
ラーの配置

指導室 小学生、
中学生

悩みなどを気楽に話し、心
にゆとりを持てるような環境を
提供するために、各小中学
校にスクールカウンセラーを
配置する。

継続 相談件数 小学校　2,335件
中学校　1,146件

Ａ

引き続きスクールカウンセラーの配置を継
続する。

・小中学校にスクールカウンセラーを配置
し、相談業務に取り組んだ。
　　小学校　週3日　（都・市ＳＣ）
　　中学校　週2日　（都・市ＳＣ）
　　相談件数　小中学校　7,574件

Ａ

・学校に配置したｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰを学校の
教育相談組織の中に位置付け、児童・生
徒を取り巻く、様々な問題行動等に対する
支援に取り組んだ。

第１１条

3

教育相談事業 指導室 子ども 専門相談員による教育相談
を実施し、各校の教育相談
担当教諭と連携しながら、子
どもが抱える様々な問題（虐
待やいじめなど）に対応す
る。また、子ども自身が電話
やインターネットで相談でき
る体制を作る。

継続 相談件数 来所相談　1,356件
電話相談　40件
メール相談　6件

Ａ

来所相談の増加にも相談員が適切に対応
することができた。

・小金井市教育相談所で専門相談員によ
る教育相談を実施した。
　来所相談　1,524件
　電話相談　　　26件
　メール相談　　　5件 Ａ

・来所相談では、相談内容に応じて、学校
や関係機関と連携しながら適切に対応し
た。

第１１条

指導室 指導室／継
続

指導室／学校・スクールカウンセラー・ス
クールソーシャルワーカー・教育相談所・も
くせい教室が組織的に連携協力し相談活
動を行っている。
いじめ認知件数：小学校23件、中学校31件
不登校児童・生徒数：小学校9人、中学校
40人

Ａ

いじめアンケートの実施も含め、疑わしき
事例も把握しながら対応してきた。また、相
談機関や専門家が入り、予防と解消に向
けた取り組みが充実した。

・「いじめのないまち小金井宣言」に基づ
き、学校、家庭、地域が連携し、いじめの防
止等の活動に取り組んだ。
・全小中学校（14校）で年3回、いじめ、不登
校等の状況についての実態調査を行った。
・小金井市健全育成推進協議会で子ども
の健全育成について意見交換を行った。

Ａ

・全小中学校（14校）でいじめ撲滅に向け、
児童・生徒が主体となった活動や校内組織
の整備、地域・家庭との連携に取り組ん
だ。
・いじめ、不登校の実態把握に基づき、指
導や支援体制等を改善した。
・小金井市健全育成推進協議会では、いじ
め問題等をテーマに学校、家庭、地域が意
見交換を行い、それぞれの立場から理解を
深めた。

第１１条

地域福祉
課

地域福祉課
／継続

学校と民生・児童委員の連携を図るための
学校訪問事業　訪問学校数　14校
民生・児童委員、小平児童相談所、教育機
関、子ども家庭支援センターと共に地域の
児童問題について協議する地区連絡協議
会の開催　１回
子ども会と民生・児童委員による情報交換
会　4回。

Ａ

地域の方から相談の声があがった時に速
やかに対応できるように、学校や各関係機
関と連携を図り、情報共有等を行った。

学校と民生・児童委員の連携を図るための
学校訪問事業　訪問学校数　14校
民生・児童委員、小平児童相談所、教育機
関、子ども家庭支援センターと共に地域の
児童問題について協議する地区連絡協議
会の開催　１回
子ども会と民生・児童委員による情報交換
会　4回。

Ａ

地域の方から相談の声があがった時に速
やかに対応できるように、学校や各関係機
関と連携を図り、情報共有等を行った。

第７条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援課／要保護児童対策地域協議
会での情報交換と支援を継続して行った。

Ｂ

不登校児の家庭に養育困難な問題がある
場合、要保護児童として対応しているが、
常にその見直しを図る必要がある事業であ
る。

子育て支援課／要保護児童対策地域協議
会での情報交換と支援を継続して行った。

Ｂ

不登校児の家庭に養育困難な問題がある
場合、要保護児童として対応しているが、
常にその見直しを図る必要がある事業であ
る。

第７、８、１０、１１条

5

学校図書館活動 指導室 小学生、
中学生

小中学校図書館に図書館
司書または司書教諭の資格
のある人を学校図書館補助
員として配置し、図書の整
理、貸し出し、検索照会サー
ビス、読書指導などを行うこ
とにより学校図書館活動の
充実を図る。

継続 貸出数 学校図書館補助員全校に配置。
小中学校に週2日（1日5時間）×45週実施

Ａ

学校図書館補助員によりブックトークや本
の展示が行われ、活動が充実した。

・全小中学校（14校）で週2日（1日5時間）
配置した。

Ａ

・ブックトークや本の展示などに取り組み、
読書活動の充実が図られた。また、本の整
理や専門的な視点に基づいた選書、貸し
出し、検索紹介等のサービスを行い、学校
図書館の整備が進んだ。

第９条

6

小中学校に安全員
の配置

学務課 小学生、
中学生

学校内の安全点検と来訪者
の応対。

検討 小学校9校で通学路、校庭、外周等の巡回
警備を実施　併せて通学路の安全点検を
実施 Ａ

今後も安全点検等を精度を高めて実施し
ていく必要がある。

小学校9校で通学路、校庭、外周等の巡回
警備を実施　併せて通学路の安全点検を
実施 Ａ

通学路の安全点検に関しては、毎年学校、
PTA、警察、学務課、交通対策課及び道路
管理課で行っている点検で、危険箇所の
把握及び対策は取れている。

第７条

7

不審者対策のセーフ
ティ教室

指導室 小学生 不審者対策としての安全教
室を実施する。

継続 実施学校数 セーフティ教室を実施（小・中学校全校）

Ａ

小学校全校で実施。保護者や地域の参加
もあり、充実した。

・全小中学校（14校）でセーフティ教室を実
施した。

Ａ

・セーフティー教室や日常の教育活動を通
じて、不審者対策等について指導を行っ
た。

第７条

平成２５年度進捗状況
子どもの権利に関する

条例の反映事業の内容対　象

子ども

事業名称
番
号

担当課

4

いじめ・不登校の対
策システム

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

いじめや虐待、非行、不登
校など何か問題に遭遇した
子どもを早期に発見し、保護
者を支援しながらその原因
を取り除き、楽しく学校に通
えるようなシステムを作る。ま
た、いじめや不登校等が起
こらないような教育や環境づ
くりを行うために、地域ぐるみ
の支援ネットワークで支え
る。

平成２４年度現況

いじめ件数
不登校者数

評価の方
法
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

学務課 学務課／平
成20年度全
教室設置済

小学校２校、中学校１校について、老朽化
した特別教室のエアコンをリース化した。
また、小・中学校１校ずつ、学級増加により
普通教室にエアコンを増設した。 Ａ

老朽化した特別教室のエアコンについて
は、残りの学校をリース化していく。

小学校１校、中学校１校について、学級増
加等により普通教室にエアコンを増設し
た。

Ａ

老朽化した特別教室のエアコンについて
は、残りの学校をリース化していく。

第９条

庶務課 庶務課／そ
の他のクー
ラーは学校
の要望の高
いものについ
て、順次検討
していく。

未実施

Ａ

エアコンについては現在学務課にてリース
化の計画をしているため、庶務課としては
未実施となったが、評価については学務課
と同じ評価とした。

未実施

A

エアコンについては現在学務課にてリース
化の計画をしているため、庶務課としては
未実施となったが、評価については学務課
と同じ評価とした。

第１３条

9

はけの森美術館教
育普及活動

コミュニ
ティ文化
課

小学生、
中学生

はけの森美術館の教育普及
活動として、ワークショップ、
鑑賞教育、学校への出前授
業などを通し、子どもが美術
を中心とする芸術活動に出
会い、体験し、ゆたかな感性
を育むことに努める。

小学校4年生
を主とした対
象として、教
育普及を積
極的に進め
ている。

ワークショップ6回（コラージュ、クラフト、九
谷シール等）
ギャラリートーク2回
じっくり眺めてスケッチ曜日（模写の許可
日）2回
講演会1回
市立小学校4年生の鑑賞教室９校
夏の所蔵作品展小中学生の入館料無料
と、宿題応援！ワークシートの配布

Ｂ

　体制的に、脆弱な部分は多々あるが、そ
の体制の中で、出来うる限りの努力をし、
展覧会等内容の充実度は年々増してお
り、小金井市立美術館としての評価は上
がっていると感じられる。
　平成24年度をもって、2年間かけた美術
館2階旧住居部分の改修が完了し、多目的
講義室が整備されたことで、今後の教育普
及活動の展開が容易になり、プログラムの
充実を図ることができる。

ワークショップ８回（コラージュ、クラフト、展
示作品の仕組みを知る、水彩画等）
ギャラリートーク2回
じっくり眺めてスケッチ曜日（模写の許可
日）2回
親子で美術館をたのしもう「おはなしのへ
や」3回
市立小学校4年生の鑑賞教室９校
多摩島しょ広域連携活動助成事業「タマの
カーニヴァル」と連携したワークショップ
はけの森美術ワークショップ夏、冬
通年ワークショップ8回

B

　体制的に脆弱な部分は、市の方針もあ
り、なかなか改善できないが、その体制の
中で、財政面も含め出来うる限りの努力を
し、今まで取り扱ったことのないジャンルの
展覧会を開催したり、多目的講義室の整備
によってワークショップや鑑賞教室などの
教育普及活動プログラムを充実させた。今
年度は、近隣5市との連携事業にも、美術
館として参加し、地域で活躍する、アート
NPOや、団体に協力してもらい、美術館事
業と地域との連携を模索した。

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映事業名称

小学生、
中学生

担当課

小中学校の空調設
備の設置

8

対　象
番
号

事業の内容

よりよい環境で学べるよう小
中学校の教室への扇風機・
クーラーの設置。

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
評価の方

法
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　③　子どもが地域の一員となるための学習と交流の場をつくります

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

介護福祉
課

介護福祉課
／継続

介護福祉課
／実施件数・
参加人数

介護福祉課／老人クラブ会員が、小学校
を訪問して昔遊びを教えたり、幼稚園児が
老人施設を訪問して交流を図った。

老人クラブの園児・児童交流は、老人クラ
ブの地域交流活動の中のひとつであり、一
部のクラブが任意に実施しているため、数
値評価はできないが、市は老人クラブが活
発に活動できるよう補助金を交付する形で
支援している。

Ａ

高齢者も児童・幼児においても、体調や天
候等により無理のない範囲で実施・参加す
ることが継続に肝要なこと、活動の内容は
各クラブが決めて実施していることから数
値評価はできないが、毎年継続されている
ことをもってAとする。

介護福祉課／老人クラブ会員が、小学校
を訪問して昔遊びを教えたり、高齢者福祉
施設利用者が近隣保育園を訪問し、交流
を図った。（今年度は台風のため、幼稚園
児の高齢者施設訪問を中止した）

老人クラブの園児・児童交流は、老人クラ
ブの地域交流活動の中のひとつであり、一
部のクラブが任意に実施しているため、数
値評価はできないが、市は老人クラブが活
発に活動できるよう補助金を交付する形で
支援している。

A

高齢者はもとより、児童・幼児においても、
体調や天候等により無理のない範囲で実
施・参加することが継続に肝要なこと、活動
の内容は各クラブが決めて実施しているこ
とから数値評価はできないが、毎年継続さ
れていることをもってAとする。

第９条

指導室 指導室／継
続

指導室／実
施学校数

指導室／各学校において総合的な学習の
時間や特別活動で実施（中学校：職場体
験、小学校：たてわり班活動） Ｂ

総合的な学習の時間や、たて割班での活
動の実施など、特別活動において交流し、
計画どおり実施できた。

・総合的な学習の時間や特別活動の時間
に異年齢交流等の学習活動を実施した。
　　小学校　：　たてわり班活動
　　中学校　：　職場体験

Ｂ

・総合的な学習の時間や特別活動の年間
指導計画、全体計画の中に異年齢交流活
動等を位置づけ、計画的に実施した。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／参加人
数

保育ボランティアとして、乳幼児とふれあう
事業を実施。99回　108人。
（内訳「乳幼児のつどい」49回49人　「幼児
グループ」38回38人
｢小・中・高校生と赤ちゃんの異世代交流事
業」5回8人
「赤ちゃんとあそぼう」2回6人「赤ちゃんボラ
ンティア」1回2人「ハロウィーンパーティ」1
回2人
「乳幼児水遊びボランティア」3回3人　）

Ａ

事業内容等については、必要に応じて随
時、検討・改善を継続

保育ボランティアとして、乳幼児とのふれあ
い事業を実施　119人/95回
「乳幼児のつどい」　44人/44回
「幼児グループ」　34人/32回
「小・中・高校生と赤ちゃんの異世代交流事
業」　16人/6回
「赤ちゃんとあそぼう」9人/2回
「赤ちゃんボランティア」12人/7回
「乳幼児水遊びボランティア」4人/4回

A

事業内容等については、必要に応じて随
時、検討の上改善している。

第９条

保育課 保育課／継
続

保育課／受
け入れ人数

保育課／保育所で中学生ボランティアの受
入れを行った。

Ｂ

保育所で中学生ボランティアの受入れを実
施している。

保育課/保育所で小中高生の職場体験、
ボランティアを受け入れた。

Ｂ

保育所で中･高生のボランティアの受入れ
を実施している。又、小中高生の職場体験
受入れも実施している。

第９条

2

青少年体験・交流事
業

児童青少
年課

12歳～18
歳の子ど
も

キャンプなどの体験を通し
て、心身ともに豊かさを育む
ための事業を行う。

継続 参加人数 わんぱく団活動（６日間）1回　参加人数48
人、ボランティア人数14人

Ａ

子どもの体験事業として、野外活動を実
施。事業内容については、毎年、必要に応
じて検討・改善を継続している。

わんぱく団活動（６日間）
参加人数64人（累計参加人数384人）
中高生ボランティア人数22人 A

子どもの体験事業として、野外活動を実施
しており、事業内容については、毎年、検
討の上改善している。

第９条

3

児童館の整備 児童青少
年課

12歳～18
歳の子ど
も

青少年の居場所を児童館に
つくり、自由に話したり、楽器
を演奏したりすることができる
ように努める。

継続 参加人数 中高校生世代のための夜間開館事業を東
児童館及び貫井南児童館で実施
東児童館参加人数48回　624人
貫井南児童館参加人数24回　231人
バンド室（貫井南児童館）299回　利用人数
1,041人、バンドスクール　5回参加人数31
人

Ａ

事業内容等については、随時、検討をして
いる。

中・高校生世代のための夜間開館事業を
東児童館及び貫井南児童館で実施
東児童館　578人/48回
貫井南児童館　226人/24回
バンド室利用（貫井南児童館）　1,119人バ
ンドスクール　20人/5回

A

事業内容等については、必要に応じて随
時、検討の上改善している。

第８、９、１０、１３条

4

市民まつり、子ども週
間行事の促進

児童青少
年課

子どもと
保護者

市民まつりや子ども週間行
事を通じて、地域住民や各
種団体の協力を得ながら、
児童青少年に健全な遊び場
を設け、子どもの創意工夫
による活動を実施する。

継続 参加人数 市民まつり参加人数3,381人
子ども週間行事参加人数2,583人

Ａ

事業内容等については、随時、検討をして
いる。

市民まつり参加人数2,384人
子ども週間行事参加人数2,764人

A

地域における子どもの健全育成活動を継
続して実施。各事業地域の青少年健全育
成地区委員や子供会育成連合会による実
行委員会形式により実施しており、実施方
法についても検討している。

第９、１４条

5

地域諸団体への活
動支援

児童青少
年課

地域諸団
体

青少年健全育成地区委員
会や子ども会などの地域諸
団体に対し、活動支援を行
う。

継続 補助金交付事業実施

Ａ

団体への活動支援については毎年度、補
助金申請を受けて適正に内容を検討をし
たうえで継続している。

補助金交付事業実施

A

団体への活動支援については、毎年度補
助金申請を受けて適正に内容を検討をし
た上で継続している。また、青少年健全育
成６地区連合会における管外研修会、管
内研修会、各種会議の事務運営や各地区
委員会での管外研修会への協力の活動支
援を行っている。

第９、１４条

子どもの権利に関する
条例の反映対　象

異年齢交流

1

番
号

担当課事業名称

小・中・高校生が乳幼児との
ふれあいを通じて、社会体
験学習と育児感覚を身につ
けたり、子どもが地域の親、
高齢者と交流できる場を設
ける。

市民

事業の内容
平成２４年度現況

評価の方
法

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

平成２５年度進捗状況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

コミュニ
ティ文化
課

コミュニティ
文化課／市
民協働の観
点で継続

コミュニティ文化課／内閣府および都認定
のNPO法人を一般的に紹介をすることに努
めている。また、平成２３年度に作成した
「市民活動団体リスト」の更新を４度行っ
た。

Ｂ

市ホームページ上に市民活動団体リストを
掲載しているが、市民がどの程度活用して
いるか把握できない。

コミュニティ文化課／内閣府および都認定
のNPO法人を一般的に紹介をすることに努
めている。また、平成２３年度に作成した
「市民活動団体リスト」を平成２５年度版と
して更新

Ｂ

市ホームページ上に市民活動団体リストを
掲載しているが、市民がどの程度活用して
いるか把握できない。

第９条

児童青少
年課

児童青少年
課／実施を
含め検討

未実施

Ｄ

地域のスペシャリストやボランティアの児童
館における子どもたちのための活動は推
進しているが、リスト化はコミュニティ文化
課や生涯学習課の業務との重複があるた
め、実施の予定はない。

未実施

D

児童館では、地域のスペシャリストやボラ
ンティアによる活動を推進しているが、リス
ト化はコミュニティ文化課や生涯学習課の
業務との重複があるため、実施の予定は
ない。

第９、１４条

生涯学習
課

生涯学習
課／サー
クル・団
体

生涯学習課／文化、芸術、
教育、学習、レクリエーション
活動を援助するため、社会
活動援助者として市民に登
録してもらい、団体・サーク
ル等の求めに応じ、講師を
紹介し活動の活性化を図る
市民講師登録制度を実施す
る。

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／利用者数

生涯学習課／こがねい市民講師登録者9
人(平成25年3月31日現在)

Ａ

教育・芸術・文化・レクリエーション等の有
識者の情報を登録し、それらの情報を市民
の求めに応じて提供することにより、市民
の生涯学習活動を支援することを目的とし
ており、登録・閲覧数自体は横ばい傾向で
あるが、ほぼ事業目標を達成していること
からＡ評価とした。

生涯学習課／こがねい市民講師登録者6
人(平成26年3月31日現在)

B

登録数、閲覧数が年々減少傾向にあること
から、社会教育委員の意見を伺いながら、
実施方法等を検討する必要があるため、Ｂ
評価とした。

第９条

7

まなびあい出前講座 生涯学習
課

市民 市民・団体が主催する学習
会に市役所の職員が出向
き、担当事業などについて
話をして、市民の生涯学習
を応援する。

継続拡大 参加人数 参加回数／46回
参加者数／898人

Ａ

市民団体が開催する講演会や会合の席等
に職員が出向き行政の所管事業の講座等
を提供する事業であり、行政の制度や事業
の内容、暮らしの安全知識を提供すること
で、市民が地域の課題に取り組む等生涯
学習を支援することを目標としている。小
金井市の歴史・市民の健康・防災・介護関
係を中心に多くの市民に活用頂いており、
ほぼ事業目標を達成していることからＡ評
価とした。

参加回数／34回
参加者数／653人

Ａ

市民団体が開催する講演会や会合の席等
に職員が出向き行政の所管事業の講座等
を提供する事業であり、行政の制度や事業
の内容、暮らしの安全知識を提供すること
で、市民が地域の課題に取り組む等生涯
学習を支援することを目標としている。小
金井市の歴史・市民の健康・防災・介護関
係を中心に多くの市民に活用頂いており、
ほぼ事業目標を達成していることからＡ評
価とした。

第５条

子どもの権利に関する
条例の反映

6

事業の内容事業名称 対　象
番
号

コミュニ
ティ文化
課、児童
青少年課
／子ども
と保護者

担当課

コミュニティ文化課、児童青
少年課／地域で活躍するス
ペシャリストやボランティアの
リストを作成し、子ども向けイ
ベントなどへの紹介を行う。

地域人材リストの作
成

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

評価の方
法

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　④　子育ち、子育てしやすい生活環境等を整備します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

交通対策
課

交通対策課
／放置自転
車の撤去作
業継続（土・
日・祝も拡大
実施）。ＪＲ中
央線高架下
も含めた自
転車駐輪場
設置計画を
策定する。

交通対策課
／放置自転
車の減少

交通対策課／放置自転車の撤去作業を毎
日実施（撤去回数251回、撤去台数6,304
台）

Ｂ

撤去台数については年々減少しており、一
定の効果が出ているところであるが、放置
自転車の撲滅には至っていないため

【改善・検討事項】
ＪＲ高架下への自転車駐車場の設置及び
既存自転車駐車場の整備
撤去手数料の値上げ

交通対策課／放置自転車の撤去作業を毎
日実施（撤去回数249回、撤去台数5,084
台）

Ｂ

撤去台数については年々減少しており、一
定の効果が出ているところであるが、放置
自転車の撲滅には至っていないため

【改善・検討事項】
ＪＲ高架下への自転車駐車場の設置及び
既存自転車駐車場の整備
撤去手数料の値上げ

第７条

障害福祉
課

障害福祉課
／推進

障害福祉課
／活動数

障害福祉課／太陽のひろば参加者数76人

Ａ

例年多くの方に参加をしていただいている
が、ここ数年は減少傾向にあるため、より
多くの人に参加してもらえるよう周知等を
行う。

自立生活支援課／太陽のひろば参加者数
77人

Ａ

例年多くの方に参加をしていただいてお
り、今後もこの水準を維持するため、より一
層の周知等を行う。
　例年類似した行事を行っているため、今
後は、より充実した内容の行事としたい。

第９条

ごみ対策
課

ごみ対策課
／継続

ごみ対策課
／実施回数

ごみ対策課／路上喫煙マナーアップキャン
ペーン
（市職員及びごみゼロ化推進員）年8回
路上喫煙者指導事業（緊急雇用創出事業
により実施）平成24年9月3日から平成25年
2月28日（118日間）

Ｂ

駅周辺における路上禁煙地区の周知を徹
底するため、新たな路面ステッカーを設置
し、また、キャンペーンを実施する等普及・
啓発に努めたが、完全に浸透が図られたと
は言い難い。歩行者の安全確保及び受動
喫煙の防止を図り、市民が安全・快適に生
活できるよう、各施策を充実させていく。

ごみ対策課／路上喫煙マナーアップキャン
ペーン　年8回

Ｂ

駅周辺における路上禁煙地区の周知を徹
底するため、キャンペーンを実施する等普
及・啓発に努めたが、完全に浸透が図られ
たとは言い難い。歩行者の安全確保及び
受動喫煙の防止を図り、市民が安全・快適
に生活できるよう、各施策を充実させてい
く。

第７、９条

まちづくり
推進課

まちづくり推進課／特定事業計画の進捗
状況を確認した。

Ａ

特定事業計画の進捗状況を確認したが、
全ての特定事業が完了していないため。

特定事業計画の進捗状況を確認した。

Ａ

特定事業計画の進捗状況を確認したが、
全ての特定事業が完了していないため。

第７条

環境政策
課

環境政策課/滄浪泉園隣接地の取得した
用地の整備を行った。上山谷緑地公園の
開園、入学記念樹配布。 Ａ

滄浪泉園隣接地用地の整備により、滄浪
泉園内の湧水・自然の保全を図ったため。

環境政策課/次年度にかけて寄附地を緑
地として整備中であり、みどりの保全をす
すめている。入学記念樹配布。 Ａ

寄附地を緑地として整備し、自然の保全を
図った。国分寺崖線（はけ）のみどりや湧水
などの自然環境を継続して保全している。

第９条

その他関
係各課

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特に無し

4

子どもが通る道の安
全確保

交通対策
課

子ども 子どもが安全に過ごせるよ
う、学区域にとらわれず、通
学路周辺の安全確保を行
う。

継続 市内の市立小学校全9校について通学路
点検を継続実施

Ｓ

全９校で実施し、各学校における問題点等
を確認しながら、警察等と連携を取り、通
学路及びその周辺地域についての修復作
業等を行うことで、さらなる安全確保に努め
た。

市内の市立小学校全9校について通学路
点検を継続実施

Ｓ

全９校で実施し、各学校における問題点等
を確認しながら、警察等と連携を取り、通
学路及びその周辺地域についての修復作
業等を行うことで、さらなる安全確保に努め
た。

第７条

交通対策
課

市民 交通対策課／交通安全運動期間時におい
て、交通ルールを守ること等の広報及一
中、南中において、スタントマンを活用した
自転車交通安全教育を実施

Ｓ

広報＝春・秋の交通安全運動で実施
スタントマン＝２か所で実施

交通対策課／交通安全運動期間時におい
て、交通ルールを守ること等の広報及び東
中、緑中において、スタントマンを活用した
自転車交通安全教育を実施

Ｓ

広報＝春・秋の交通安全運動で実施
スタントマン＝２か所で実施

第７、９条

指導室 子ども 指導室／市立小学校が警察署等と連携し
て交通安全教室を実施

Ａ

各学校において、毎年1回、警察と連携し
た取り組み、自動車学校やPTA等の協力
により安全教育を実施している。また、毎
月1回程度安全指導に努めた。

・全小学校（9校）が警察署等と連携し、交通安全教育を推進した。

Ａ

・警察、自動車学校、PTA等と連携しなが
ら、交通安全教室に取り組み、交通ルール
の遵守や正しい交通マナー等を指導した。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

第７条すべての人々が安全で快適
な生活が営めるように、歩道
空間や道路の整備を行う。

3

ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり

回数継続

都市計画道
路整備事業
の推進（21年
度新たに都
市計画道路
3・4・1号線、
3・4・8号線及
びＪＲ中央本
線まちづくり
側道の道路
整備事業に
着手。）

市民 ベビーカーや車イスがゆっ
たりと通ることができ、子ども
が安全、快適に生活できるま
ちづくりを行うことによって、
誰もがゆたかに暮らし「心の
バリアフリー」が実現できるま
ちづくりを行う。

事業名称 担当課 事業の内容対　象
番
号

1

2

子どもにやさしい自
然環境の整備

子ども 国分寺崖線（はけ）のみどり
や湧水などの自然環境の保
全のため、意識啓発を図ると
ともに、みどりを増やし、みど
りゆたかで快適なまちづくり
を行う。

交通安全教育の推
進

幹線道路の整備 都市計画
課

市民

5

交通ルールの遵守と正しい
交通マナーの実践を推進
し、交通事故防止を図る。

事業中の各路線（４路線）について、ある程
度用地取得は進んでいるが、まだ取得する
べき物件が残っており、道路の拡幅には
至っていない。

整備が完了
することによ
る安全性に
ついて行う

環境政策課
／充実

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

評価の方
法

まちづくり側道（小鉄中付３号線）につい
て、整備が完了した。
都市計画道路３・４・１４号線について、道
路拡幅のために用地買収を行った。
３・４・１２号線の一画地について、収用裁
決を得た。

Ｂ

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況

事業中の各路線について、用地取得等は
進捗しているが、まだ取得すべき物件が
残っており、道路の拡幅には至っていな
い。

まちづくり側道（小鉄中付１号線）につい
て、道路新設のために用地（1,446.89㎡）を
取得した。
都市計画道路3・4・14号線（小金井街道）に
ついて、道路拡幅のために用地（14.86㎡）
を取得した。

B
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　⑤　地域から緑と環境を守ります

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

環境政策
課

環境政策課／環境行事とし
て環境博覧会の開催を行
う。小金井市環境市民会議
と共催で、かんきょう博覧会
（手をつなごう小金井のかん
きょう）を開催している。

環境政策課
／継続

環境政策課
／環境展示
会入場者
数、プログラ
ム件数など

環境政策課／「環境フォーラム2013～震災
後の私たちの暮らし～」2月5日（火）～11日
（月・祝）実施

Ａ

環境市民会議等との連携の元で環境博覧
会が毎年行われている。毎年多数の来客
もあり（23年度780名。24年度710名）、より
広い一般の方々への環境啓発のアピール
に大きく寄与している。

環境政策課／「環境フォーラム2014　み
ず・みどり・いきもの・ひと～住み続けたい
まち小金井～」3月19日（水）～22日（土）実
施

Ａ

環境市民会議等との連携の元で環境
フォーラムが毎年行われている。毎年多数
の来客もあり（24年度710名。25年度770
名）、より広い一般の方々への環境啓発の
アピールに大きく寄与している。

第９条

指導室 指導室／環境副読本の作
成配布、緑のカーテンや屋
上緑化の推進、ビオトープの
活用、ＣＯ2削減活動を実施
する。

指導室／緑
のカーテン、
屋上緑化、ビ
オトープ、
CO2削減活
動

指導室／実
施学校数

指導室／ＣＤ-ＲＯＭに納めた環境副読本
を各学校で引き続き活用、緑のカーテン、
屋上緑化、ビオトープ、校庭芝生化等を実
施。 Ａ

節電やゴミ削減の取り組みが全校で盛ん
に行われた。また、校庭芝生化に向け、保
護者・地域の協力により、その整備が進ん
だ。

・ＣＤ-ＲＯＭに納めた環境副読本を各学校
に配布し、環境学習等での活用を促した。

Ａ

・環境副読本を活用し、緑のカーテン、屋
上緑化、ビオトープ、校庭芝生化を活かし
た環境教育や環境学習に取り組んだ。さら
に、日常的な活動として、節電やゴミ削減
の活動にも取り組んだ。

第９条

2

ごみ減量、資源化啓
発事業

ごみ対策
課

子ども 環境教育の資料「くらしのな
かのごみ減量」の作成、生ご
み処理機の設置などを行う。

資料作成配
布及び小中
学校児童・生
徒を対象とし
た啓発を実
施するととも
に、ごみ減量
キャンペーン
を継続実施

部数
箇所数
回数

市内公共施設等に設置している生ごみ処
理機合計27基稼働。
ごみ減量キャンペーンを10月、11月の合計
2回実施。
環境教育の資料として「ごみ減量啓発ＤＶ
Ｄ及びくらしの中のごみ減量冊子」を作成。
市内小中学校児童・生徒等に対し、施設見
学及び出前講座等年間17回実施。その中
でＤＶＤの上映及び冊子等資料配布を行っ
た。

Ｂ

啓発活動に重点を置き、周知が不十分で
あると認識しているファミリー層（小・中学生
及びその親世代）への周知徹底を実施し
た。市内から排出される燃やすごみの量
は、年々減少しているが、さらなる減量が
求められていることから、今後とも継続して
啓発活動を充実させていく。

・市内公共施設等に設置している生ごみ処
理機合計30基稼働。
・ごみ減量キャンペーン年11回
・環境教育のツールとして「ごみ減量啓発
かるた」を作成。市内小中学校や保育園、
児童館等に配布し、ごみ減量啓発に活用。
・市内小中学校児童・生徒等に対し施設見
学を実施。更に、出張講座（年13回実施）
にてＤＶＤの上映及び冊子等資料配布を
行った。

Ｂ

啓発活動に重点を置き、周知が不十分で
あると認識しているファミリー層（小・中学生
及びその親世代）への周知徹底を実施し
た。市内から排出される燃やすごみの量
は、年々減少しているが、更なるごみ減量
が求められていることから、今後とも継続し
て啓発活動を充実させていく。

第９条

子どもの権利に関する
条例の反映

番
号

対　象事業名称

子ども

評価の方
法

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

環境教育や環境学
習

事業の内容担当課

1

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
（６）　地域の子育て環境を整えます
　①　保育、教育、子育て支援関係者の学びと交流の場をつくります

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

保育課 保育課／継
続

保育課／随時研修の促進を図っている。
市、都、任意団体が開催している通知を周
知した。

Ｂ

随時研修の促進を図っており、市、都、任
意団体が開催している通知を周知してい
る。

保育課／随時研修の促進を図っている。
市、都、任意団体が開催している通知を周
知した。

Ｂ

随時研修の促進を図っており、市、都、任
意団体が開催している通知を周知してい
る。

第７条

指導室 指導室／継
続

指導室／実
施学校数

指導室／教育に対する研修を随時行って
いる
・若手教員育成研修（1～3年次）
・新任主任教諭研修
・新任主幹教諭研修
・10年経験者研修　　など Ｂ

計画どおり実施した。 指導室／教員を対象に各種研修を実施し
た。
　　若手教員育成研修（1～3年次）
　　職層研修、主任研修
　　管理職研修
　　教育課題研修
　　指導力向上研修
　　（学力、生活、教育相談）
　　特別支援教育に関する研修

Ａ

・教員の資質向上に向け、教育課題等含
めた各種研修会を計画し、実施した。

第９条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／開催回
数、参加人
数

子育て支援課／ヘルパー研修会2回開催
32人参加、ファミリー・サポート・センター協
力会員講習会16回開催　延べ227人参加 Ａ

子育て支援関係者のスキルアップのため
の研修。出席者のアンケートを実施してお
り、受講者のニーズに合わせ、研修内容の
充実を目指す。

子育て支援課／ヘルパー研修会2回開催
38人参加、ファミリー・サポート・センター協
力会員講習会17回開催　延べ198人参加 Ａ

子育て支援関係者のスキルアップのため
の研修。出席者のアンケートを実施してお
り、受講者のニーズに合わせ、研修内容の
充実を目指す。

第７、８、９、１１条

2

ボランティアセミナー 生涯学習
課

市民 国分寺市、小平市、小金井
市、東京学芸大学とが連携
し地域や学校等で活躍する
ボランティアを養成する講
座。ボランティア活動スタート
へのサポート、スキルアップ
を目指す。

継続 参加人数 3会場、全26講座実施、参加者は延べ649
人

Ａ

国分寺、小平市、小金井市、東京学芸大
学が連携して放課後子ども教室や学校支
援で活動するスタッフを養成する講座であ
り、一部の学校では講座受講者を活用す
る事例もあることから、ほぼ事業目標を達
成していることからＡ評価とした。

3会場、全27講座実施、参加者は延べ417
人

Ａ

国分寺、小平市、小金井市、東京学芸大
学が連携して放課後子ども教室や学校支
援で活動するスタッフを養成する講座であ
り、一部の学校では講座受講者を活用す
る事例もあることから、ほぼ事業目標を達
成していることからＡ評価とした。

第５条

子どもの権利に関する
条例の反映

対　象

保育・教
育関係
者、子育
て支援関
係者

評価の方
法

事業名称
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

保育・教育関係
者、子育て支援関
係者の各種研修

子どもに関わる保育、教育
関係者、子育て支援関係者
に対し、各種研修や体験学
習の機会を設ける。

事業の内容

1

番
号

担当課
平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　②　地域の子育てネットワークを整備します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

子育て支
援課

子育て支援
課／拡大・検
討

子育て支援
課／連携の
円滑度

子育て支援課／都の新しい公共支援事業
の支援金を活用し、小金井市市民協働支
援センター準備室を事務局として、平成２３
年８月に「小金井子育て・子育ち支援ネット
ワーク協議会」設立、市内の子育て活動団
体を中心に、平成24年度末で44団体が参
加。

Ａ

子育て支援課／小金井子育て・子育ち
パートナーシップ宣言や子育て支援サイト
の構築・運営、講演会や学習会の開催等
の事業運営は協議会の当初計画通り、順
調に進展している。都の助成金が切れる平
成25年度以降は、市が運営費の一部を補
助し、協議会の活動を継続して行く。

子育て支援課／子育て・子育ち支援ネット
ワーク協議会47団体が参加
平成25年度より、運営費の補助を開始し
た。 A

都の支援金の終了に伴い、平成25年度よ
り市で補助金の交付を開始。民間の補助
金を活用出来ない事務局・ＨＰの運営費の
補助を行い、継続的な活動を支援した。

第７、８、９、１０、
１１条

その他関
係各課

その他関係各課／特に無し その他関係各課／特に無し

2

子ども向けの広報活
動

広報秘書
課

子ども さまざまな施設の利用方法、
行事予定、施策などの情報
を公開するため、市報や各
種広報媒体で情報を発信す
る。

継続
年1回、子ど
も・青少年特
集を掲載

子どもの作文
や投稿作品
の市報掲載
数

月2回市報を発行し、児童館や公民館など
のイベントを周知しているほか、市報平成
25年1月1日号で「子ども・青少年特集」とし
て、子どもからの投稿作品9点を掲載
広報掲示板でイベントのポスター等を随時
掲示

Ａ

目標である年１回の実施は達成している。
しかし、募集テーマにより掲載件数が左右
されることがあり、今回は前年度と比べて
下回っているため、評価Ｓとしていない。

月2回市報を発行し、児童館や公民館など
のイベントを周知しているほか、市報平成
26年1月1日号で「子ども・青少年特集」とし
て、子どもからの投稿作品11点を掲載

広報掲示板でイベントのポスター等を随時
掲示

A

目標である年１回の実施は達成している。
「子ども・青少年特集」は、募集テーマによ
り投稿件数が増減するが、今回は前年度
と同様投稿件数が比較的少数であるため
評価Ｓとしていない。

第１０条

3

子育てグループへの
活動支援

子育て支
援課

子育てグ
ループ

市内の自主的な子育てグ
ループなどのネットワーク化
をはかりながら、活動への支
援を行う。

継続 参加者数・回
数

さくらんぼクラブ（多胎児の親の自主グ
ループ）年4回、参加者親49人、子ども68人
ひまわりママ（発達にアンバランスのある
子どもの親の自主グループ）年11回、参加
者238人

Ｂ

自主グループ活動の支援のため、会場の
提供等、後方支援を行っているが、十分と
は言い切れないため。

さくらんぼクラブ（多胎児の親の自主グ
ループ）年4回、参加者親46人、子ども64人
ひまわりママ（発達にアンバランスのある
子どもの親の自主グループ）年11回、参加
者182人

Ｂ

自主グループ活動の支援のため、会場の
提供等、後方支援を実施した。

第７、９条

子どもの権利に関する
条例の反映

子どもと
保護者、
関係団
体、関係
機関

事業名称 担当課

子育て支援ネット
ワーク

対　象

1

番
号

評価の方
法

事業の内容
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）

保育所、幼稚園、児童館、
学童保育、子ども家庭支援
センター、保健センター、子
育てサークル、ＮＰＯなどの
子育て支援ネットワークづく
りを目指し、相互援助と情報
発信を行う。

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　③　男女がともに子育てと社会参加できる環境をつくり、ワーク・ライフ・バランスを目指します

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

1

人権尊重、男女平等
の啓発、普及

企画政策
課

市民 人権尊重と男女平等の意識
づくりの啓発、普及を行い、
情報収集や相談およびＤＶ
被害者支援などを行う。

継続 人権意識と
男女平等の
意識づくりの
ための広報
活動及び情
報収集は、
長期的に継
続して行う必
要があり、市
民と協働し事
業を実施す
る

・こがねいパレット…第26回の開催/86人参
加/記録集500部発行
・情報誌「かたらい」…第36号、37号各
2,700部発行
・男女共同参画シンポジウム…45人参加
・国内研修事業参加補助金交付（1件）
・緊急一時保護施設運営費補助金交付
(100,000円)
・女性総合相談…金曜日午後実施（実施し
ない金曜日あり）/専門カウンセラーによる
相談94件
・再就職支援講座…34人参加
・男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成
人のみなさんへ」/800部発行（4課共同印
刷）
・市報「みんなのひろば」による情報提供
・DV防止普及啓発パネル展実施

Ａ

様々な男女共同参画施策に加え、平成24
年度から、国の「女性に対する暴力をなく
す運動」と連動し、第2庁舎1階でＤＶ防止
普及啓発パネル展を実施するなど、より一
層、市民に対して、人権意識と男女平等の
意識づくりを浸透させることができた。

・こがねいパレット…第27回の開催/53人参
加/記録集400部発行
・情報誌「かたらい」…第38号、39号各
2,600部発行
・男女共同参画シンポジウム…76人参加
・国内研修事業参加補助金交付（4件）
・緊急一時保護施設運営費補助金交付
(100,000円)
・女性総合相談…金曜日午後実施（実施し
ない金曜日あり）/専門カウンセラーによる
相談112件
・再就職支援講座…26人参加
・男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成
人のみなさんへ」/800部発行（4課共同印
刷）
・市報「みんなのひろば」による情報提供
・DV防止普及啓発パネル展実施

Ａ

・ここ数年、男女共同参画事業への参加者
数が減少傾向であったが、平成25年度の
こがねいパレット実行委員数（5名→8名）、
男女共同参画シンポジウム参加者数（45
人→76人）、国内研修事業の交付実績（1
件→4件）、女性総合相談件数（94件→112
件）が増加し、市民への人権尊重と男女平
等の意識づくりの啓発、普及が一定図られ
た。

第７、８条

子育て支
援課

子育て支援
課／
父親ハンド
ブックの作成
検討及び啓
発活動
父親講座、
親子の交流
事業の充実

子育て支援
課／講座等
の実施回数
と参加者数、
利用者アン
ケート、啓発
活動の回
数、度合い、
参加者数

子育て支援課／
父親講座　年3回　参加者延63人
お父さんと遊ぼう（ゆりかごひろばで父親と
子どもの専用あそび場を毎週土曜日設置）
参加者親133人、子ども146人

Ａ

毎年、講座のプログラムを検討し、工夫を
重ね、父親の参加が少しづつ増えている。

子育て支援課／
父親講座　年2回　参加者延46人
お父さんと遊ぼう（ゆりかごひろばで父親と
子どもの専用あそび場を毎週土曜日設置）
参加者親162人、子ども176人

Ａ

ゆりかごひろば実施の講座等プログラム見
直しの中で、お父さんと遊ぼうコナーの充
実（利用者のフォロー等）により、親子の交
流促進を図るよう改善を図った。

第９条

保育課 保育課／プ
レママ・プレ
パパ事業の
充実

保育課／参
加者数

保育課／公立保育所及び私立保育所でプ
レママ・プレパパ事業を実施した。

Ｂ

公立保育所及び私立保育所でプレママ・プ
レパパ事業を実施ている。

保育課／公立保育所及び私立保育所でプ
レママ・プレパパ事業を実施した。

Ｂ

公立保育所及び私立保育所でプレママ・プ
レパパ事業を実施ている。

第７条

子どもの権利に関する
条例の反映

子どもと
保護者

男女の協力による子
育ての推進

対　象事業名称
番
号

2

担当課
目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
事業の内容

評価の方
法

男性の育児・子育て参加を
促進し、親子のふれあいをと
おして、ワーク・ライフ・バラン
スと男女共同参画社会の実
現を目指す。

平成２４年度現況 平成２５年度進捗状況
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平成２５年度「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市次世代育成支援後期行動計画）事業進捗状況評価表 資料２９
　④　使いやすい公共施設の改善と活用を行います

事業実績 事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績 事業実績

自己評価 評価の理由

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数

生涯学習課／土曜日・日曜日・祝日・春
季・冬季休業中の市立小学校9校の校庭
開放を実施（8：30～12：30、13：00～17：
00。12月から2月は8：30～12：00、午後は
12：30～16：00）、遊び場開放6,351人、団
体開放65,603人

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

生涯学習課／土曜日・日曜日・祝日・春
季・冬季休業中の市立小学校9校の校庭
開放を実施（8：30～12：30、13：00～17：
00。12月から2月は8：30～12：00、午後は
12：30～16：00）、遊び場開放6,976人、団
体開放58,066人

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小
学校校庭を開放する事業であり、利用者数
は遊び場開放・団体開放共に微減している
が大きな事故等も無いことから、ほぼ事業
目標を達成していることからＡ評価とした。

第９条

生涯学習
課（スポー
ツ振興係）

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／継続

生涯学習課
（スポーツ振
興係）／
①利用者数
②利用者数
③利用者数

生涯学習課（スポーツ振興係）／
①「スポーツ開放校」 3,420人（小学校3校・
中学校1校、各校1種目）
②「一中クラブハウス」11,125人（25団体）
③「南中テニスコート夜間開放」70人（5団
体）

Ａ

市内の体育施設を等を広く市民に開放し、
市民が気軽にスポーツを楽しむ場所を提
供している事業である。スポーツ開放校及
び一中クラブハウス事業については利用
者数及び団体数ともに増え、ほぼ事業目
標を達成していることからＡ評価とした。

生涯学習課（スポーツ振興係）／
①「スポーツ開放校」 3,435人（小学校3校・
中学校1校、各校1種目）
②「一中クラブハウス」9,874人（25団体）
③「南中テニスコート夜間開放」75人（7団
体）

A

市内の体育施設を等を広く市民に開放し、
市民が気軽にスポーツを楽しむ場所を提
供している事業である。スポーツ開放校及
び一中クラブハウス事業については利用
者数及び団体数ともに増え、ほぼ事業目
標を達成していることからＡ評価とした。

第９条

子育て支
援課

子育て支援
課／継続
のびのびこ
がねいっ子
マップでお知
らせ

子育て支援
課／利用者
の声（ひとこと
ポスト）

子育て支援課／子ども家庭支援センター
ゆりかごで実施。都で実施している赤ちゃ
んふらっと事業の登録を行った。

Ａ

おむつ替えや授乳スペースの他、粉ミルク
用の湯冷ましを用意している。また、平成
24年度に都の赤ちゃん・ふらっと事業にも
登録し、広く利用を促している。

子育て支援課／子ども家庭支援センター
ゆりかごで実施

Ａ

おむつ替えや授乳スペースの他、粉ミルク
用の湯冷ましを用意している。また、平成
24年度に都の赤ちゃん・ふらっと事業にも
登録し、広く利用を促している。

第９条

その他関
係各課

その他関係
各課／継続

生涯学習課／文化財センターは乳児の利
用者が少ないため専用スペースは設けて
いないが、必要に応じて場所の提供を行う

Ａ

文化財センターは乳児の利用者が少ない
ため専用スペースは設けていないが、必要
に応じて場所の提供を行う準備はあるた
め、ほぼ事業目標を達成していることから
Ａ評価とした。

生涯学習課／文化財センターは乳児の利
用者が少ないため専用スペースは設けて
いないが、必要に応じて場所の提供を行う

Ａ

文化財センターは乳児の利用者が少ない
ため専用スペースは設けていないが、必要
に応じて場所の提供を行う準備はあるた
め、ほぼ事業目標を達成していることから
Ａ評価とした。

第１３条

子どもの権利に関する
条例の反映

子連れで来館しやすいよう
施設の環境を整備する。既
存の市の施設については、
おむつ替え、授乳スペース
を設置する等、子育てに配
慮する。

事業の内容

地域住民の生涯学習の場あ
るいは地域福祉のために、
施設の開放や活用を図る。

子どもと
保護者

小中学校の施設開
放・活用

2

子育てに配慮した公
共施設の改善

1

担当課

市民

事業名称
評価の方

法

目標値・実施内
容（平成22～26

年度）
対　象

番
号

平成２５年度進捗状況平成２４年度現況
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